


2025年度に向けた医療・医療保険制度改革について

― 目 次 ―

■はじめに

■総覧表 ・・・Ｐ1

■基本的な考え方 ・・・Ｐ4

■個別項目に関する主張 ・・・Ｐ14

■2025年度に向けた国民医療費等の推計 ・・・Ｐ62

0
3
4
9
1
3
_
2
0
2
5
年
度
に
向
け
た
医
療
1
7
0
9
.
i
n
d
d
 
 
 
9
9

2
0
1
7
/
0
9
/
1
5
 
 
 
1
7
:
0
3
:
4
4



はじめに

今般、健保連では、団塊の世代が 歳以上の後期高齢者となる一方、支え手である若年者が減少していくという人口構造の変動

がより顕著となる 年度に向けて、皆保険制度を維持し、またこれを支えるための医療・医療保険制度のあり方を探ることを目的に、

常任理事会・要求実現対策本部の下にワーキンググループ（ＷＧ）を設置し、健保組合の代表者数名に参画いただき、精力的に議論

していただいた。

検討の過程では、○皆保険制度を維持するために、国、国民、保険者、医療提供者それぞれが果たすべき責務や求められる役割

等を示すこと、○制度改革に対する健保連の基本的な考え方を明らかにすること、○近年の健保組合を取り巻く状況や課題を踏まえた

網羅的・具体的な主張とすること、○現行制度からの円滑な移行や実現可能性も意識した主張とすること、○個別の主張を分かりや

すく伝えるための広報展開・戦略も同時並行で検討すること－など、効果的な要求実現活動につなげる視点から検討を深める方針で

一致した。また、広範かつ活発な議論を通じて、健保組合を存亡の淵に追い込んでいる高齢者医療への多額の拠出金負担の問題点

等を共有するとともに、優れた保険者機能を発揮し皆保険制度を支えてきた健保組合の存在意義を改めて認識し、改善と強化という

多面的な取り組みが不可欠であることを確認した。

「 年度に向けた医療・医療保険制度改革について」は、こうしたＷＧの検討の結果としてとりまとめ、 月 日の常任理事会にお

いて了承、決定した。今後の改革議論の一助となり、かつ、我々の主張が広く理解を得られることを強く期待する。

年 月

健康保険組合連合会
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はじめに 

今般、健保連では、団塊の世代が 75 歳以上の後期高齢者となる一方、支え手である若年者が減少していくという人口構造の変動

がより顕著となる 2025 年度に向けて、皆保険制度を維持し、またこれを支えるための医療・医療保険制度のあり方を探ることを目的に、

常任理事会・要求実現対策本部の下にワーキンググループ（ＷＧ）を設置し、健保組合の代表者に参画願い、精力的に議論を行った。 

検討の過程では、○皆保険制度を維持するために、国、国民、保険者、医療提供者それぞれが果たすべき責務や求められる役割

等を示すこと、○制度改革に対する健保連の基本的な考え方を明らかにすること、○近年の健保組合を取り巻く状況や課題を踏まえた

具体的な主張とすること、○現行制度からの円滑な移行や実現可能性も意識した主張とすること、○個別の主張を分かりやすく伝える

ための広報展開・戦略も同時並行で検討すること－など、効果的な要求実現活動につなげる視点から検討を深める方針で一致した。

また、広範かつ活発な議論を通じて、健保組合を存亡の淵に追い込んでいる高齢者医療への多額の拠出金負担の問題点等を共有

するとともに、優れた保険者機能を発揮し皆保険制度を支えてきた健保組合の存在意義を改めて認識し、改善と強化という多面的な

取り組みが不可欠であることを確認した。 

「2025 年度に向けた医療・医療保険制度改革について」は、こうしたＷＧの検討の結果としてとりまとめ、9 月 8 日の常任理事会にお

いて了承、決定した。今後の改革議論の一助となり、かつ、我々の主張が広く理解を得られることを強く期待する。 

 

2017 年 9月 

健康保険組合連合会 



「2025 年度に向けた医療・医療保険制度改革について」（総覧表） 

安心の国民皆保険制度を守りたい、守れるか・・・  

Ⅰ．国民皆保険制度を守るために必要なこと・・・（国、国民、医療保険者、医療提供者）＋（「支える側」を増やす）＋【参考】推計のポイント  

Ⅱ．健保組合・健保連の制度改革に向けた基本的な考え方・・・（6 項目）  

Ⅲ．課題と具体的な主張の骨格  

 

 

 

 

 

 

 

１． 高齢者医療費の負担 

構造の改革 

①  現役世代の負担に一定の歯止めを設ける 

（１） 拠出金負担割合に 50％の上限を設定し、上限を超える部分は全額国庫負担とすべき 

・報酬水準が低い保険者の拠出金負担割合は 48％を上限とすべき 

・現行の「負担調整」と「特別負担調整」のしくみを拡充 

P15～19 

（２） 後期高齢者医療費の公費負担は 50％を確保すべき 

・公費負担のない現役並み所得者の給付費も公費負担の対象にする 

P20～21 

 

（３） 前期高齢者納付金は前期高齢者の費用だけに充てることとするなど、必要最小限の調整にとどめるべき 

・国保の前期高齢者の会計を区分すべき。前期高齢者の保険料と公費を先に充当するしくみとすべき 

P22～23 

 

②  高齢者にも応分の負担 

（１） 後期高齢者の患者負担を段階的に 2 割とすべき 

・2018 年度までに 70～74 歳がすべて 2 割負担。75 歳以降も 2 割負担を継続すべき 

P24～25 

（２） 公的年金等控除等の年金課税のあり方を見直すべき  

③  必要な税財源の確保 

（１） 国民が安心できる持続可能な医療保険制度に向けたビジョンを示すべき 

P26～31 

（２） 消費税率の引き上げや税制の見直しにより必要な財源確保の長期見通しを示すべき  

（３） 社会保障・税一体改革で決められている消費税率引き上げによる増収分の配分方法を改めて見直すべき  

 

 

 

２．医療費の伸びを抑制する 

 

（１） 医療機能の分化・連携を推進すべき 

・過剰な急性期病床の削減等、地域包括ケアシステムの早期構築 

・総合診療専門医の育成 

・保険者が加入者に対して適切な受診行動を啓発 

・効率的・効果的な医療提供のための意識改革 

P32～35 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２） 医療の地域間格差を是正すべき 

・医療費の地域間格差の半減 ・情報公開、データ分析による見える化 

P36～37 

（３） 終末期医療のあり方を見直すべき 

・厚生労働省ガイドラインの周知               ・事前に十分に合意形成できる体制の構築 

・「生前の意思表示（リビング・ウィル）」のしくみの推進   ・在宅や介護施設で看取りができる体制の構築 

P38～40 

（４） 薬剤費の伸びを抑制すべき 

・薬価制度の見直し 

P41～44 

・薬局・薬剤師が本来の機能を発揮できる体制の構築（高齢者の多剤処方、重複投薬、残薬等の適正化） 

・後発医薬品の更なる使用促進 

 

（５） 保険給付範囲を見直すべき 

・保険給付範囲の見直しの検討            ・軽症用医薬品について給付から除外や償還率の変更 

P45～46 

（６） 診療報酬体系を見直すべき 

・薬価切り下げによる財源は国民に還元すべき ・診療報酬の簡素・合理化。包括払い方式の拡大 

P47～48 

（７） その他適正化の推進について（療養費等） 

(1) 療養費の適正化 

(2) ＩＣＴを活用した医療の効率化 

P49～50 

（８） 保健事業の推進について 

(1) 健保組合の保健事業費の維持・拡大。生涯現役社会の実現の後押し 

P51～55 

(2) 各種健診結果フォーマットの統一化  

(3) 事業主との健診情報の共有  

 

３．健康な高齢者 

＝「支える側」を増やす 

（１） 健康で働く意欲のある高齢者は「支えられる側」から「支える側」へ P56～57 

（２） 医療保険者は保険者機能を発揮して「生涯現役社会」の後押しを 

・医療保険者は前期高齢者を含む加入者への保健事業等や医療費適正化に積極的に取り組むべき 

 

 

 

４．その他 

退職者（被用者保険資格喪失者）に対する不合理な給付を見直すべき 

（１） 任意継続被保険者の見直し 

（２） 資格喪失後給付の見直し（傷病手当金、出産育児一時金、埋葬料） 

P60～61 

 

 

 

「2025 年度に向けた医療・医療保険制度改革について」（総覧表） 

安心の国民皆保険制度を守りたい、守れるか・・・  

Ⅰ．国民皆保険制度を守るために必要なこと・・・（国、国民、医療保険者、医療提供者）＋（「支える側」を増やす）＋【参考】推計のポイント  

Ⅱ．健保組合・健保連の制度改革に向けた基本的な考え方・・・（6 項目）  

Ⅲ．課題と具体的な主張の骨格  

 

 

 

 

 

 

 

１． 高齢者医療費の負担 

構造の改革 

①  現役世代の負担に一定の歯止めを設ける 

（１） 拠出金負担割合に 50％の上限を設定し、上限を超える部分は全額国庫負担とすべき 

・報酬水準が低い保険者の拠出金負担割合は 48％を上限とすべき 

・現行の「負担調整」と「特別負担調整」のしくみを拡充 

P15～19 

（２） 後期高齢者医療費の公費負担は 50％を確保すべき 

・公費負担のない現役並み所得者の給付費も公費負担の対象にする 

P20～21 

 

（３） 前期高齢者納付金は前期高齢者の費用だけに充てることとするなど、必要最小限の調整にとどめるべき 

・国保の前期高齢者の会計を区分すべき。前期高齢者の保険料と公費を先に充当するしくみとすべき 

P22～23 

 

②  高齢者にも応分の負担 

（１） 後期高齢者の患者負担を段階的に 2 割とすべき 

・2018 年度までに 70～74 歳がすべて 2 割負担。75 歳以降も 2 割負担を継続すべき 

P24～25 

（２） 公的年金等控除等の年金課税のあり方を見直すべき  

③  必要な税財源の確保 

（１） 国民が安心できる持続可能な医療保険制度に向けたビジョンを示すべき 

P26～31 

（２） 消費税率の引き上げや税制の見直しにより必要な財源確保の長期見通しを示すべき  

（３） 社会保障・税一体改革で決められている消費税率引き上げによる増収分の配分方法を改めて見直すべき  

 

 

 

２．医療費の伸びを抑制する 

 

（１） 医療機能の分化・連携を推進すべき 

・過剰な急性期病床の削減等、地域包括ケアシステムの早期構築 

・総合診療専門医の育成 

・保険者が加入者に対して適切な受診行動を啓発 

・効率的・効果的な医療提供のための意識改革 

P32～35 
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「2025 年度に向けた医療・医療保険制度改革について」（総覧表） 

安心の国民皆保険制度を守りたい、守れるか・・・  

Ⅰ．国民皆保険制度を守るために必要なこと・・・（国、国民、医療保険者、医療提供者）＋（「支える側」を増やす）＋【参考】推計のポイント  

Ⅱ．健保組合・健保連の制度改革に向けた基本的な考え方・・・（6 項目）  

Ⅲ．課題と具体的な主張の骨格  

 

 

 

 

 

 

 

１． 高齢者医療費の負担 

構造の改革 

①  現役世代の負担に一定の歯止めを設ける 

（１） 拠出金負担割合に 50％の上限を設定し、上限を超える部分は全額国庫負担とすべき 

・報酬水準が低い保険者の拠出金負担割合は 48％を上限とすべき 

・現行の「負担調整」と「特別負担調整」のしくみを拡充 

P15～19 

（２） 後期高齢者医療費の公費負担は 50％を確保すべき 

・公費負担のない現役並み所得者の給付費も公費負担の対象にする 

P20～21 

 

（３） 前期高齢者納付金は前期高齢者の費用だけに充てることとするなど、必要最小限の調整にとどめるべき 

・国保の前期高齢者の会計を区分すべき。前期高齢者の保険料と公費を先に充当するしくみとすべき 

P22～23 

 

②  高齢者にも応分の負担 

（１） 後期高齢者の患者負担を段階的に 2 割とすべき 

・2018 年度までに 70～74 歳がすべて 2 割負担。75 歳以降も 2 割負担を継続すべき 

P24～25 

（２） 公的年金等控除等の年金課税のあり方を見直すべき  

③  必要な税財源の確保 

（１） 国民が安心できる持続可能な医療保険制度に向けたビジョンを示すべき 

P26～31 

（２） 消費税率の引き上げや税制の見直しにより必要な財源確保の長期見通しを示すべき  

（３） 社会保障・税一体改革で決められている消費税率引き上げによる増収分の配分方法を改めて見直すべき  

 

 

 

２．医療費の伸びを抑制する 

 

（１） 医療機能の分化・連携を推進すべき 

・過剰な急性期病床の削減等、地域包括ケアシステムの早期構築 

・総合診療専門医の育成 

・保険者が加入者に対して適切な受診行動を啓発 

・効率的・効果的な医療提供のための意識改革 

P32～35 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２） 医療の地域間格差を是正すべき 

・医療費の地域間格差の半減 ・情報公開、データ分析による見える化 

P36～37 

（３） 終末期医療のあり方を見直すべき 

・厚生労働省ガイドラインの周知               ・事前に十分に合意形成できる体制の構築 

・「生前の意思表示（リビング・ウィル）」のしくみの推進   ・在宅や介護施設で看取りができる体制の構築 

P38～40 

（４） 薬剤費の伸びを抑制すべき 

・薬価制度の見直し 

P41～44 

・薬局・薬剤師が本来の機能を発揮できる体制の構築（高齢者の多剤処方、重複投薬、残薬等の適正化） 

・後発医薬品の更なる使用促進 

 

（５） 保険給付範囲を見直すべき 

・保険給付範囲の見直しの検討            ・軽症用医薬品について給付から除外や償還率の変更 

P45～46 

（６） 診療報酬体系を見直すべき 

・薬価切り下げによる財源は国民に還元すべき ・診療報酬の簡素・合理化。包括払い方式の拡大 

P47～48 

（７） その他適正化の推進について（療養費等） 

(1) 療養費の適正化 

(2) ＩＣＴを活用した医療の効率化 

P49～50 

（８） 保健事業の推進について 

(1) 健保組合の保健事業費の維持・拡大。生涯現役社会の実現の後押し 

P51～55 

(2) 各種健診結果フォーマットの統一化  

(3) 事業主との健診情報の共有  

 

３．健康な高齢者 

＝「支える側」を増やす 

（１） 健康で働く意欲のある高齢者は「支えられる側」から「支える側」へ P56～57 

（２） 医療保険者は保険者機能を発揮して「生涯現役社会」の後押しを 

・医療保険者は前期高齢者を含む加入者への保健事業等や医療費適正化に積極的に取り組むべき 

 

 

 

４．その他 

退職者（被用者保険資格喪失者）に対する不合理な給付を見直すべき 

（１） 任意継続被保険者の見直し 

（２） 資格喪失後給付の見直し（傷病手当金、出産育児一時金、埋葬料） 

P60～61 

 

 

 

「2025 年度に向けた医療・医療保険制度改革について」（総覧表） 

安心の国民皆保険制度を守りたい、守れるか・・・  

Ⅰ．国民皆保険制度を守るために必要なこと・・・（国、国民、医療保険者、医療提供者）＋（「支える側」を増やす）＋【参考】推計のポイント  

Ⅱ．健保組合・健保連の制度改革に向けた基本的な考え方・・・（6 項目）  

Ⅲ．課題と具体的な主張の骨格  

 

 

 

 

 

 

 

１． 高齢者医療費の負担 

構造の改革 

①  現役世代の負担に一定の歯止めを設ける 

（１） 拠出金負担割合に 50％の上限を設定し、上限を超える部分は全額国庫負担とすべき 

・報酬水準が低い保険者の拠出金負担割合は 48％を上限とすべき 

・現行の「負担調整」と「特別負担調整」のしくみを拡充 

P15～19 

（２） 後期高齢者医療費の公費負担は 50％を確保すべき 

・公費負担のない現役並み所得者の給付費も公費負担の対象にする 

P20～21 

 

（３） 前期高齢者納付金は前期高齢者の費用だけに充てることとするなど、必要最小限の調整にとどめるべき 

・国保の前期高齢者の会計を区分すべき。前期高齢者の保険料と公費を先に充当するしくみとすべき 

P22～23 

 

②  高齢者にも応分の負担 

（１） 後期高齢者の患者負担を段階的に 2 割とすべき 

・2018 年度までに 70～74 歳がすべて 2 割負担。75 歳以降も 2 割負担を継続すべき 

P24～25 

（２） 公的年金等控除等の年金課税のあり方を見直すべき  

③  必要な税財源の確保 

（１） 国民が安心できる持続可能な医療保険制度に向けたビジョンを示すべき 

P26～31 

（２） 消費税率の引き上げや税制の見直しにより必要な財源確保の長期見通しを示すべき  

（３） 社会保障・税一体改革で決められている消費税率引き上げによる増収分の配分方法を改めて見直すべき  

 

 

 

２．医療費の伸びを抑制する 

 

（１） 医療機能の分化・連携を推進すべき 

・過剰な急性期病床の削減等、地域包括ケアシステムの早期構築 

・総合診療専門医の育成 

・保険者が加入者に対して適切な受診行動を啓発 

・効率的・効果的な医療提供のための意識改革 

P32～35 
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2025年度に向けた医療・医療保険制度改革について
（基本的な考え方）
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2025年度に向けた医療・医療保険制度改革について
（基本的な考え方）

0
3
4
9
1
3
_
2
0
2
5
年
度
に
向
け
た
医
療
1
7
0
9
.
i
n
d
d
 
 
 
4

2
0
1
7
/
0
9
/
1
5
 
 
 
1
7
:
0
3
:
4
6



安心の国民皆保険制度を守りたい、守れるか・・・ 

1961 年以来、半世紀を超えて受け継がれてきたわが国の国民皆保険制度は、世界でもっとも優れた制度である。誰もがいつでもど

こでも安心して医療を受けることができ、それが現在の長寿社会の実現、健康寿命の延伸に大きく寄与している。この制度が私たちの

生活に深く浸透したがために、そのありがたみを実感しにくくなっているが、これは決して当たり前のことではない。国民皆保険制度を実

現し、それを支え、守っていくために、これまでの国や医療提供者など関係者の努力もさることながら、貴重な保険料や税など多額の国

民負担が投じられていることを忘れてはならない。 

また、この間、人口の高齢化に加え、医療の高度化などにより、医療費全体が増加してきた。とくに、高齢者の医療費の増加が顕

著であり、これを支える現役世代の負担があまりにも重く、今後さらに増加していくことが確実である。このままでは、国民皆保険制度を

持続させていくことができなくなってしまう。 

私たち健保組合は、自らの加入者のためだけではなく、国民皆保険制度をも支え、守ってきた。これから先、将来世代のためにも、そ

うありたいと願っている。しかし、本当に支えられるか、守ることができるか・・・。今般、健保連では、団塊の世代がすべて後期高齢者に

なる 2025 年度までの国民医療費および健保組合の財政等に関する将来推計を行い、その課題を明らかにするとともに、将来に向け

ての主張をまとめることにした。 

 

 

Ⅰ．国民皆保険制度を守るために必要なこと 

世界が経験したことのない少子・超高齢社会を迎えるなかで、安心の土台となる国民皆保険制度を将来世代につなげるためには、

医療保険財政の安定化が最重要課題である。2025 年度に向けて、残された時間は少ない。医療費増嵩の抑制と高齢者医療費の

負担構造改革を中心とした医療保険制度の抜本的改革を、これ以上先送りすることなく、断行すべきである。また、国をはじめ、皆保

険制度に関係するすべての者には意識改革と従来にない努力が求められる。 

≪国の責務≫ ●人口構造変化に対応した医療提供体制の整備、●各種の医療費適正化対策の取り組み、●将来にわたって国

民が安心でき、公平性、納得性の高い医療保険制度のビジョンの提示と改革の実行等 

 

≪国民の心構え≫ ●国民1人ひとりが自分自身の問題として、国民皆保険制度の大切さを理解するとともに、これを持続させるため

の課題を正しく認識する、●医療費に関するコスト意識、貴重な保険料を大切に使う意識をもつ、●自らの健康維持と

セルフメディケーションの努力、●適切な医療機関選択と適切な受診の努力等 

 

≪保険者の務め≫ ●疾病予防、健康寿命延伸に向けた保健事業や医療費適正化への積極的な取り組み、●加入者に対する

適切な受診等の働きかけ、●特定健診、特定保健指導、レセプト等のデータを活用したデータヘルスの推進、●がん検

診など各種健診等の推進、●地域医療構想など効率的な医療提供体制の構築に向けた取り組みへの積極的な参

画等 

 

≪医療提供者の役割≫ ●患者本位の良質な医療の提供、●人口構造変化に対応した医療提供体制への変革、●医療保険

制度の財政状況や持続可能性、増加する国民負担を意識した効率的な医療の提供・医療の地域間格差の是正等 
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上記の努力を通じて、無駄のない、より効率化された医療提供体制、医療保険制度を実現していかなければならない。加えて、

2025 年、あるいは、それ以降、将来にわたって国民皆保険制度を守っていくためには、「高齢者＝支えられる側」ということではなく、健

康で働く意欲のある高齢者には、積極的に「支える側」に加わっていただくことが重要となる。高齢になっても、社会との関係性を維持し

つつ、生きがいをもって暮らしていただくことが「生涯現役社会」につながる。そのために、まずは、国民 1 人ひとりの意識改革や努力が必

要となるが、健保組合をはじめとする医療保険者は、加入者とともに、その健康の維持・増進、健康寿命延伸を図り、健康で働くこと

ができる高齢者が増えていくよう、保険者機能を発揮して「生涯現役社会」の実現を後押しすることができる。私たちの国民皆保険制

度をみんなで守っていく。いま、その覚悟が求められている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

【参 考】 「2025 年度に向けた国民医療費等の推計」のポイント（健保連まとめ。別添資料参照） 

 

１．国民医療費は 2015 年度の 42 兆円から 2025 年度には 1.4 倍の 58 兆円に増加。このうち 6 割が 65 歳以上の医療費。とく

に後期高齢者医療費は 15 兆円から 25 兆円に 1.7 倍に急増。医療費の伸びの抑制と高齢者医療費を国民全体でどのように

支えるか（負担するか）が最大の課題となる。 

 

 

２．健保組合では、2015 年度から 2025 年度までの間に、法定給付費の伸びが 16％程度であるのに対して、高齢者医療のため

の拠出金が 38％程度も増加。2025 年度には拠出金が加入者に対する法定給付費を上回る（拠出金割合は平均 50.7％に

到達）という保険制度としては異常な状況。拠出金割合が 50％以上の健保組合は、2025 年度に 870 組合（全体の 62％）に

のぼる。 

 

 

３．健保組合の被保険者 1 人当たりの保険料額は、2015 年度 47.6 万円から、2025 年度には 65.7 万円に約 18 万円（38％）

も増加する。 

 

 

４．被用者保険全体の保険料率は 12％程度に上昇。可処分所得の減少にともなう個人消費への影響や法定福利費増にとも

なう企業活動への影響等が懸念される。 
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Ⅱ．健保組合・健保連の制度改革に向けた基本的な考え方 

１．将来にわたり、社会保険方式を維持すべきである。ただし、高齢者、現役世代ともに、税・保険料・自己負担のバランスおよび給付と

負担のバランスのとれた、公平性、納得性が高い適切な組み合わせにしていくことが重要である。 

 

２．現役世代の制度については、職域は健保組合、協会けんぽ等が、地域は国民健康保険が担い、それぞれの加入者の特性やニーズ

に応じた保険者機能を発揮する現行の制度体系を維持すべきである。そのなかでも、自らの保険料収入をもとに、きめ細かな保健事

業を展開し、加入者の健康寿命延伸に貢献できる健保組合の役割はとくに重要である。 

 

３．後期高齢者医療制度(*1)については、引き続き、後期高齢者の保険料、公費、現役世代の負担で支える制度を維持すべきである。

ただし、後期高齢者の給付と負担のアンバランスを是正していくことが重要である。 
*1)75 歳以上を対象とする独立した制度。患者負担原則 1 割のほか、後期高齢者の保険料 11%、現役世代の支援金 42%、公費 47%で賄う。 

 

４．前期高齢者の財政調整(*2)については、保険集団のなかで給付と負担の均衡が図られるべき保険制度の基本的な考え方に反する

ものであるが、高齢者の偏在を勘案すれば、一定程度はやむを得ないものと考える。ただし、負担する側の納得性を十分に担保するこ

とが必須である。現行の前期高齢者納付金のしくみはあまりに過剰な調整と言わざるを得ず、不合理な調整方法の見直し等により、

必要最小限の調整にとどめるよう改めるべきである。そのうえで、2025 年度に向けて、高齢化の進展や高齢者の就労状況、医療保険

制度の加入状況等を踏まえ、そのあり方を改めて検討すべきである。 
*2)国民健康保険に偏在する前期高齢者（65～74 歳）の費用の一定部分を前期高齢者の加入者が少ない被用者保険が実質的に負担する。 

 

５．制度の持続可能性を高めるためには、医療費全体の適正化対策が不可欠である。なかでも、高齢者の医療費の適正化は、それを

支える国民全体の負担軽減にもつながり、きわめて重要であり、超高齢社会に対応した適正化対策、制度改正を実施すべきである。 

 

６．国民健康保険には、多額の公費や被用者保険の負担による交付金が投入されている。国保の財政運営の都道府県単位への移行

を機に、これまで以上に保険者機能を発揮するとともに、財政運営の適正化と被用者保険側の納得性を高めるよう制度改正を推進

すべきである。 

Ⅲ．課題と具体的な主張の骨格 

１．高齢者医療費の負担構造の改革 

① 現役世代の負担に一定の歯止めを設ける 

一定の負担増はやむを得ないとしても、現役世代に過度に依存する制度では、持続可能性を確保できず、個人消費や企業投

資など経済にも悪影響を及ぼす。公平性、現役世代の納得性を高める努力も必要。 

 

(1) 拠出金負担割合に 50％の上限を設定し、上限を超える部分は全額国庫負担とすべき 

（各保険者の拠出金が加入者の医療給付費を超えないようにする） 

(2) 後期高齢者医療費の公費負担は 50％を確保すべき（現行は 47％） 

(3) 前期高齢者納付金は前期高齢者の費用だけに充てることとするなど、必要最小限の調整にとどめるべき 

（現行は一部が国保の現役世代に使われている） 

 

② 高齢者にも応分の負担 

高齢者に対する給付と高齢者の負担のアンバランスを是正すべき。高齢者に応分の負担をしていただくことが必要。 

(1) 後期高齢者の患者負担を段階的に 2 割とすべき 

(2) 公的年金等控除等の年金課税のあり方を見直すべき 
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Ⅱ．健保組合・健保連の制度改革に向けた基本的な考え方 

１．将来にわたり、社会保険方式を維持すべきである。ただし、高齢者、現役世代ともに、税・保険料・自己負担のバランスおよび給付と

負担のバランスのとれた、公平性、納得性が高い適切な組み合わせにしていくことが重要である。 

 

２．現役世代の制度については、職域は健保組合、協会けんぽ等が、地域は国民健康保険が担い、それぞれの加入者の特性やニーズ

に応じた保険者機能を発揮する現行の制度体系を維持すべきである。そのなかでも、自らの保険料収入をもとに、きめ細かな保健事

業を展開し、加入者の健康寿命延伸に貢献できる健保組合の役割はとくに重要である。 

 

３．後期高齢者医療制度(*1)については、引き続き、後期高齢者の保険料、公費、現役世代の負担で支える制度を維持すべきである。

ただし、後期高齢者の給付と負担のアンバランスを是正していくことが重要である。 
*1)75 歳以上を対象とする独立した制度。患者負担原則 1 割のほか、後期高齢者の保険料 11%、現役世代の支援金 42%、公費 47%で賄う。 

 

４．前期高齢者の財政調整(*2)については、保険集団のなかで給付と負担の均衡が図られるべき保険制度の基本的な考え方に反する

ものであるが、高齢者の偏在を勘案すれば、一定程度はやむを得ないものと考える。ただし、負担する側の納得性を十分に担保するこ

とが必須である。現行の前期高齢者納付金のしくみはあまりに過剰な調整と言わざるを得ず、不合理な調整方法の見直し等により、

必要最小限の調整にとどめるよう改めるべきである。そのうえで、2025 年度に向けて、高齢化の進展や高齢者の就労状況、医療保険

制度の加入状況等を踏まえ、そのあり方を改めて検討すべきである。 
*2)国民健康保険に偏在する前期高齢者（65～74 歳）の費用の一定部分を前期高齢者の加入者が少ない被用者保険が実質的に負担する。 

 

５．制度の持続可能性を高めるためには、医療費全体の適正化対策が不可欠である。なかでも、高齢者の医療費の適正化は、それを

支える国民全体の負担軽減にもつながり、きわめて重要であり、超高齢社会に対応した適正化対策、制度改正を実施すべきである。 

 

６．国民健康保険には、多額の公費や被用者保険の負担による交付金が投入されている。国保の財政運営の都道府県単位への移行

を機に、これまで以上に保険者機能を発揮するとともに、財政運営の適正化と被用者保険側の納得性を高めるよう制度改正を推進

すべきである。 

Ⅲ．課題と具体的な主張の骨格 

１．高齢者医療費の負担構造の改革 

① 現役世代の負担に一定の歯止めを設ける 

一定の負担増はやむを得ないとしても、現役世代に過度に依存する制度では、持続可能性を確保できず、個人消費や企業投

資など経済にも悪影響を及ぼす。公平性、現役世代の納得性を高める努力も必要。 

 

(1) 拠出金負担割合に 50％の上限を設定し、上限を超える部分は全額国庫負担とすべき 

（各保険者の拠出金が加入者の医療給付費を超えないようにする） 

(2) 後期高齢者医療費の公費負担は 50％を確保すべき（現行は 47％） 

(3) 前期高齢者納付金は前期高齢者の費用だけに充てることとするなど、必要最小限の調整にとどめるべき 

（現行は一部が国保の現役世代に使われている） 

 

② 高齢者にも応分の負担 

高齢者に対する給付と高齢者の負担のアンバランスを是正すべき。高齢者に応分の負担をしていただくことが必要。 

(1) 後期高齢者の患者負担を段階的に 2 割とすべき 

(2) 公的年金等控除等の年金課税のあり方を見直すべき 
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③ 必要な税財源の確保 

(1) 国民が安心できる持続可能な医療保険制度に向けたビジョンを示すべき 

(2) 消費税率の引き上げや税制の見直しにより必要な財源確保の長期見通しを示すべき 

(3) 社会保障・税一体改革で決められている消費税率引き上げによる増収分の配分方法を改めて見直すべき 

 

２．医療費の伸びを抑制する 

あらゆる方策を通じて、医療費全体の伸びを抑制することが不可欠。 

(1) 医療機能の分化・連携を推進すべき 

(2) 医療の地域間格差を是正すべき 

(3) 終末期医療のあり方を見直すべき 

(4) 薬剤費の伸びを抑制すべき 

(5) 保険給付範囲を見直すべき 

(6) 診療報酬体系を見直すべき 

(7) その他適正化の推進について（療養費等） 

(8) 保健事業の推進について 

３．健康な高齢者＝「支える側」を増やす 

政府が提唱する「働き方改革」等を通じて、働く意欲のある高齢者には、年齢にかかわらず元気に働き、「支えられる側」ではなく、

「支える側」に加わっていただくことが重要。そのために、医療保険者は、加入者の健康を維持・増進し、健康寿命延伸に努め、健

康で働くことができる高齢者が増えていくよう後押しすることが求められる。 

 

(1) 健康で働く意欲のある高齢者は「支えられる側」から「支える側」へ 

(2) 医療保険者は保険者機能を発揮して「生涯現役社会」の後押しを 

 

４．その他 

退職者（被用者保険資格喪失者）に対する不合理な給付を見直す。 

(1) 任意継続被保険者の見直し 

(2) 資格喪失後給付の見直し 
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③ 必要な税財源の確保 

(1) 国民が安心できる持続可能な医療保険制度に向けたビジョンを示すべき 

(2) 消費税率の引き上げや税制の見直しにより必要な財源確保の長期見通しを示すべき 

(3) 社会保障・税一体改革で決められている消費税率引き上げによる増収分の配分方法を改めて見直すべき 

 

２．医療費の伸びを抑制する 

あらゆる方策を通じて、医療費全体の伸びを抑制することが不可欠。 

(1) 医療機能の分化・連携を推進すべき 

(2) 医療の地域間格差を是正すべき 

(3) 終末期医療のあり方を見直すべき 

(4) 薬剤費の伸びを抑制すべき 

(5) 保険給付範囲を見直すべき 

(6) 診療報酬体系を見直すべき 

(7) その他適正化の推進について（療養費等） 

(8) 保健事業の推進について 

３．健康な高齢者＝「支える側」を増やす 

政府が提唱する「働き方改革」等を通じて、働く意欲のある高齢者には、年齢にかかわらず元気に働き、「支えられる側」ではなく、

「支える側」に加わっていただくことが重要。そのために、医療保険者は、加入者の健康を維持・増進し、健康寿命延伸に努め、健

康で働くことができる高齢者が増えていくよう後押しすることが求められる。 

 

(1) 健康で働く意欲のある高齢者は「支えられる側」から「支える側」へ 

(2) 医療保険者は保険者機能を発揮して「生涯現役社会」の後押しを 

 

４．その他 

退職者（被用者保険資格喪失者）に対する不合理な給付を見直す。 

(1) 任意継続被保険者の見直し 

(2) 資格喪失後給付の見直し 
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2025年度に向けた医療・医療保険制度改革について
（個別項目に関する主張）
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2025年度に向けた医療・医療保険制度改革について
（個別項目に関する主張）
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主張１－①－（1）

拠出金負担割合に ％の上限を設定し、

上限を超える部分は全額国庫負担とすべき

• 加入者に使う医療給付費よりも高齢者医療への拠出金が上回る状況は、保険原理から

みて納得が得られない。加入者、事業主の納得、理解を得るためにも、各保険者の拠出

金負担に50％の上限を設定し、上限を超える部分は全国民で公平に負担することが必要。
（拠出金が加入者への医療給付費を超えないようにする）

• 特に報酬水準が平均以下の保険者に関しては拠出金負担割合の上限を48％とし、上限
超過部分は全額国庫負担とすべき。

• 現行の「負担調整」と「特別負担調整」のしくみを拡充することで、拠出金の上限設定をス
ムーズに実現すべき。

拠出金負担の上限を ％に設定し、上限を超える分は国庫負担とすべき

年度には、健保組合の高齢者医療への拠出金割合は平均 ％に達し、加入者への医療給付費を
上回る。拠出金割合が ％以上の健保組合も 組合にのぼり、全組合の ％を占める。

・2025年には、健保組合の被保険者1人当たり保険料額（65.7
万円）のうち、加入者への医療給付費分は30.3万円、高齢者
への拠出金分は31.2万円となり、拠出金分が加入者分を上回
る見込み。
・拠出金の上限を加入者への医療給付費までとし、これを超え
る部分(被保険者1人当たり約1万円)を国庫で負担するしくみ
に改革する。
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現行制度には、拠出金の負担割合に着目した「負担調整」のしくみがあるが、
2017年度は拠出金割合52％が上限（上限を超えた分は全保険者で再按分）となっている。
このしくみを拡大し、拠出金の上限を50％に引き下げ、上限を超えた分は国庫負担とすべき。

拠出金負担の上限50％
＝加入者への医療給付費を超える高齢者への拠出金額を国庫負担
とする
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主張１－①－（1）

拠出金負担割合に ％の上限を設定し、

上限を超える部分は全額国庫負担とすべき

• 加入者に使う医療給付費よりも高齢者医療への拠出金が上回る状況は、保険原理から

みて納得が得られない。加入者、事業主の納得、理解を得るためにも、各保険者の拠出

金負担に50％の上限を設定し、上限を超える部分は全国民で公平に負担することが必要。
（拠出金が加入者への医療給付費を超えないようにする）

• 特に報酬水準が平均以下の保険者に関しては拠出金負担割合の上限を48％とし、上限
超過部分は全額国庫負担とすべき。

• 現行の「負担調整」と「特別負担調整」のしくみを拡充することで、拠出金の上限設定をス
ムーズに実現すべき。

拠出金負担の上限を ％に設定し、上限を超える分は国庫負担とすべき

年度には、健保組合の高齢者医療への拠出金割合は平均 ％に達し、加入者への医療給付費を
上回る。拠出金割合が ％以上の健保組合も 組合にのぼり、全組合の ％を占める。

・2025年には、健保組合の被保険者1人当たり保険料額（65.7
万円）のうち、加入者への医療給付費分は30.3万円、高齢者
への拠出金分は31.2万円となり、拠出金分が加入者分を上回
る見込み。
・拠出金の上限を加入者への医療給付費までとし、これを超え
る部分(被保険者1人当たり約1万円)を国庫で負担するしくみ
に改革する。
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現行制度には、拠出金の負担割合に着目した「負担調整」のしくみがあるが、
2017年度は拠出金割合52％が上限（上限を超えた分は全保険者で再按分）となっている。
このしくみを拡大し、拠出金の上限を50％に引き下げ、上限を超えた分は国庫負担とすべき。

拠出金負担の上限50％
＝加入者への医療給付費を超える高齢者への拠出金額を国庫負担
とする
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現行の「負担調整」を拡充することで拠出金の上限設定を実現

負担調整の対象

負担調整対象額

全保険者で再按分

【負担調整基準率】 年度＝ ％
• 義務的経費に対して拠出金の占める割合が高い
上位 ％の保険者が対象となるよう政令で設定。

• ％を超える部分は全保険者で再按分される。

２０１７年度
(概算)

義務的経費に占める
拠出金割合の上限

負担軽減
再按分

（加入者割）

負担調整 ５２％
１０１保険者（９７億円）

うち８５健保組合（４１億円）
１６共済組合（５６億円）

９７億円を
全保険者で再按分

⇓
１人当たり約９０円程度

義
務
的
経
費
に
占
め
る
拠
出
金
の
割
合

高

低

負担減

負担調整の対象外

高齢者への拠出金

義務的経費(＝加入者への医療給付費＋拠出金)

⇒拠出金額が加入者の医療費を上回ると
上記の値が50％を超える。

現行の「負担調整」は、拠出金負担の著しく重い保険者について、一定の上限を設けて負担を軽減するしくみ。
軽減分は、全保険者で再按分され、国庫負担は入らない。また、対象は負担割合上位 ％に限定されている。

このしくみを拡充し、拠出金負担の上限を ％とし、これを超える保険者は全て対象にして、
％を超える部分は全額国庫負担とすべき。

現行制度

現行の「特別負担調整」を拡充し、上限を超える分は全て国庫負担とすべき

国費

報酬水準が
平均以下

報酬水準が
平均以上

特別負担調整の対象

特別負担調整対象額

全保険者で再按分

【特別負担調整基準率】 年度＝ ％
• 年度は ％を超える部分の は国費 億円、残りは全保険者で
再按分。

• このため、軽減対象額は約 億円（国費 億円＋再按分約 億円）に
限定される。

• 軽減対象は、報酬水準が平均以下の保険者のみ。
（ 年度は被保険者 人当たり総報酬額 万円未満）

２０１７年度
(概算)

義務的経費に占める
拠出金割合の上限

負担軽減
再按分

（加入者割）

特別負担調整 ４８．３％
１５３健保組合（２１８億円）
国費１００億円を投入

１１８億円を全保険者で再按分
⇓

１人当たり約１０５円程度

義
務
的
経
費
に
占
め
る
拠
出
金
の
割
合

高

低

負担軽減

現行の「特別負担調整」は、報酬水準が低く、拠出金負担割合の高い保険者に対し、
一定割合を超える部分につき、国費と全保険者の再按分により軽減するしくみ。

このしくみを拡充し、報酬水準が平均以下の保険者の拠出金負担は ％を上限とし、
これを超える部分はすべて国庫負担とすべき。

現行制度
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現行の「負担調整」を拡充することで拠出金の上限設定を実現

負担調整の対象

負担調整対象額

全保険者で再按分

【負担調整基準率】 年度＝ ％
• 義務的経費に対して拠出金の占める割合が高い
上位 ％の保険者が対象となるよう政令で設定。

• ％を超える部分は全保険者で再按分される。

２０１７年度
(概算)

義務的経費に占める
拠出金割合の上限

負担軽減
再按分

（加入者割）

負担調整 ５２％
１０１保険者（９７億円）

うち８５健保組合（４１億円）
１６共済組合（５６億円）

９７億円を
全保険者で再按分

⇓
１人当たり約９０円程度

義
務
的
経
費
に
占
め
る
拠
出
金
の
割
合

高

低

負担減

負担調整の対象外

高齢者への拠出金

義務的経費(＝加入者への医療給付費＋拠出金)

⇒拠出金額が加入者の医療費を上回ると
上記の値が50％を超える。

現行の「負担調整」は、拠出金負担の著しく重い保険者について、一定の上限を設けて負担を軽減するしくみ。
軽減分は、全保険者で再按分され、国庫負担は入らない。また、対象は負担割合上位 ％に限定されている。

このしくみを拡充し、拠出金負担の上限を ％とし、これを超える保険者は全て対象にして、
％を超える部分は全額国庫負担とすべき。

現行制度

現行の「特別負担調整」を拡充し、上限を超える分は全て国庫負担とすべき

国費

報酬水準が
平均以下

報酬水準が
平均以上

特別負担調整の対象

特別負担調整対象額

全保険者で再按分

【特別負担調整基準率】 年度＝ ％
• 年度は ％を超える部分の は国費 億円、残りは全保険者で
再按分。

• このため、軽減対象額は約 億円（国費 億円＋再按分約 億円）に
限定される。

• 軽減対象は、報酬水準が平均以下の保険者のみ。
（ 年度は被保険者 人当たり総報酬額 万円未満）

２０１７年度
(概算)

義務的経費に占める
拠出金割合の上限

負担軽減
再按分

（加入者割）

特別負担調整 ４８．３％
１５３健保組合（２１８億円）
国費１００億円を投入

１１８億円を全保険者で再按分
⇓

１人当たり約１０５円程度

義
務
的
経
費
に
占
め
る
拠
出
金
の
割
合

高

低

負担軽減

現行の「特別負担調整」は、報酬水準が低く、拠出金負担割合の高い保険者に対し、
一定割合を超える部分につき、国費と全保険者の再按分により軽減するしくみ。

このしくみを拡充し、報酬水準が平均以下の保険者の拠出金負担は ％を上限とし、
これを超える部分はすべて国庫負担とすべき。

現行制度
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現行の「負担調整」と「特別負担調整」の制度を次のとおり見直す。

【負担調整】 【特別負担調整】

【健保連案による国庫負担額】（健保連推計 健保組合分のみ）

2020年度（平成32年度） 2025年度（平成37年度） 現行（2017年度）

「負担調整」 1070億円（該当680組合） 1920億円（該当870組合） 上限率52％超過部分97億円を再按分
（国庫負担なし）

「特別負担調整」 600億円（該当520組合） 850億円（該当650組合） 上限率48.3％超過部分に対して
国庫負担100億円＋再按分118億円

計 約1700億円 約2800億円

現行 健保連案

対象保険者
拠出金割合上位3％
報酬水準要件なし

上位3％要件なし
報酬水準要件なし

上限率 52％ 50％

上限超過部分 全保険者で再按分
国庫負担

現行 健保連案

対象保険者
拠出金割合上位10％
報酬水準平均以下

上位10％要件なし
報酬水準平均以下

上限率 48.3％ 48％

上限超過部分
国庫負担100億円

残りを全保険者で再按分
すべて国庫負担

参考 「負担調整」、「特別負担調整」見直し案（健保連案）の財政影響

主張１－①－（2）

後期高齢者医療費の公費負担は ％を確保すべき

• 現行制度では、後期高齢者のうち、現役並み所得者（世帯収入520万円以上等）
は公費負担対象外となっている。そのため公費負担は47％にとどまり、その分は
現役世代の負担で賄われている。

• 現役並み所得者も公費負担の対象とすることが必要。
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現行の「負担調整」と「特別負担調整」の制度を次のとおり見直す。

【負担調整】 【特別負担調整】

【健保連案による国庫負担額】（健保連推計 健保組合分のみ）

2020年度（平成32年度） 2025年度（平成37年度） 現行（2017年度）

「負担調整」 1070億円（該当680組合） 1920億円（該当870組合） 上限率52％超過部分97億円を再按分
（国庫負担なし）

「特別負担調整」 600億円（該当520組合） 850億円（該当650組合） 上限率48.3％超過部分に対して
国庫負担100億円＋再按分118億円

計 約1700億円 約2800億円

現行 健保連案

対象保険者
拠出金割合上位3％
報酬水準要件なし

上位3％要件なし
報酬水準要件なし

上限率 52％ 50％

上限超過部分 全保険者で再按分
国庫負担

現行 健保連案

対象保険者
拠出金割合上位10％
報酬水準平均以下

上位10％要件なし
報酬水準平均以下

上限率 48.3％ 48％

上限超過部分
国庫負担100億円

残りを全保険者で再按分
すべて国庫負担

参考 「負担調整」、「特別負担調整」見直し案（健保連案）の財政影響

主張１－①－（2）

後期高齢者医療費の公費負担は ％を確保すべき

• 現行制度では、後期高齢者のうち、現役並み所得者（世帯収入520万円以上等）
は公費負担対象外となっている。そのため公費負担は47％にとどまり、その分は
現役世代の負担で賄われている。

• 現役並み所得者も公費負担の対象とすることが必要。
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後期高齢者医療費の公費負担は ％を確保すべき

〈対象者数〉 〈後期高齢者医療費〉 （２０１７年度ベース）
７５歳以上の高齢者 約１６９０万人 １６．８兆円（給付費１５．４兆円、患者負担１．３兆円）

後期高齢者医療制度の財源構成は、本来、公費 ％、現役世代の負担 ％、後期高齢者の保険料 ％。
しかし、現役並み所得者には公費が入らないため、公費は全体で ％にとどまり、

その分（約 億円）が現役世代の負担になっている。

【後期高齢者医療制度全体の財源構成】＝１５．４兆円

【現役並み所得者の財源構成】＝約０．８兆円

現役世代の負担
（後期高齢者支援金）

後期高齢者の
保険料

現役世代の負担
（後期高齢者支援金）

６．４兆円

４２％

公 費
７．３兆円

４７％

後期高齢者
の保険料
１．７兆円

１１％ 現役並み所得者は対象外

（医療保険に関する基礎資料（ 年度）をもとに健保連で推計）

【現役並み所得者以外の財源構成】＝約１４．６兆円

後期高齢者の
保険料
約１０％

現役世代の負担
（後期高齢者支援金）

約４０％

公 費

５０％

主張１－①－（3）

前期高齢者納付金は

前期高齢者の費用だけに充てることとするなど、

必要最小限の調整にとどめるべき

• 被用者保険の前期高齢者納付金のうち、約2000億円が国保の64歳以下にも使われて
いる。

• 2018年4月の国保の都道府県化のタイミングに合わせて、国保の前期高齢者の会計を
区分する等の方策により、前期高齢者納付金を国保の前期高齢者のみに使用するこ
とを明らかにしていくべき。

• 国保の前期高齢者の会計は、前期高齢者の保険料と公費負担を先に充当し、必要額
の残額を前期高齢者納付金として請求する方式とすべき。
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後期高齢者医療費の公費負担は ％を確保すべき

〈対象者数〉 〈後期高齢者医療費〉 （２０１７年度ベース）
７５歳以上の高齢者 約１６９０万人 １６．８兆円（給付費１５．４兆円、患者負担１．３兆円）

後期高齢者医療制度の財源構成は、本来、公費 ％、現役世代の負担 ％、後期高齢者の保険料 ％。
しかし、現役並み所得者には公費が入らないため、公費は全体で ％にとどまり、

その分（約 億円）が現役世代の負担になっている。

【後期高齢者医療制度全体の財源構成】＝１５．４兆円

【現役並み所得者の財源構成】＝約０．８兆円

現役世代の負担
（後期高齢者支援金）

後期高齢者の
保険料

現役世代の負担
（後期高齢者支援金）

６．４兆円

４２％

公 費
７．３兆円

４７％

後期高齢者
の保険料
１．７兆円

１１％ 現役並み所得者は対象外

（医療保険に関する基礎資料（ 年度）をもとに健保連で推計）

【現役並み所得者以外の財源構成】＝約１４．６兆円

後期高齢者の
保険料
約１０％

現役世代の負担
（後期高齢者支援金）

約４０％

公 費

５０％

主張１－①－（3）

前期高齢者納付金は

前期高齢者の費用だけに充てることとするなど、

必要最小限の調整にとどめるべき

• 被用者保険の前期高齢者納付金のうち、約2000億円が国保の64歳以下にも使われて
いる。

• 2018年4月の国保の都道府県化のタイミングに合わせて、国保の前期高齢者の会計を
区分する等の方策により、前期高齢者納付金を国保の前期高齢者のみに使用するこ
とを明らかにしていくべき。

• 国保の前期高齢者の会計は、前期高齢者の保険料と公費負担を先に充当し、必要額
の残額を前期高齢者納付金として請求する方式とすべき。
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前期高齢者納付金は必要最小限の調整にとどめるべき

国保の ～ 歳に係る費用（給付費と後期高齢者支援金）は 兆円。
収入は、国保の前期高齢者が納める保険料は 兆円、公費は 兆円、前期高齢者交付金は 兆円。

総計は 兆円となり、必要額を約 億円上回っている。

※2014年度予算ベース

前期高齢者の
給付費

5.4兆円

前期に
かかる
後期
高齢者
支援金

0.7兆円

前期高齢者にかかる
支出 約6.1兆円

前期高齢者にかかる
収入 約6.3兆円

前期高齢者の保険料
1.5兆円

公費 1.3兆円

前期高齢者交付金
3.4兆円

（被用者保険の納付金）

（Ｈ26.5.28医療保険部会資料をもとに健保連で作成）

約2000億円が過剰に
交付されている

（前期高齢者の保険料と公費を先に充当
した場合）

主張１－②－（1）

後期高齢者の患者負担を

段階的に2割とすべき

• 高齢者は給付に比べて負担が極端に軽い。高齢者への医療給付費が増加の一途を
辿るなか、高齢者にも応分の負担を求める改革が必要。

• 2018年度には70～74歳の患者負担がすべて2割になる。75歳到達以降も引き続き
2割負担を継続すべき。

23

0
3
4
9
1
3
_
2
0
2
5
年
度
に
向
け
た
医
療
1
7
0
9
.
i
n
d
d
 
 
 
2
3

2
0
1
7
/
0
9
/
1
5
 
 
 
1
7
:
0
3
:
5
5



前期高齢者納付金は必要最小限の調整にとどめるべき

国保の ～ 歳に係る費用（給付費と後期高齢者支援金）は 兆円。
収入は、国保の前期高齢者が納める保険料は 兆円、公費は 兆円、前期高齢者交付金は 兆円。

総計は 兆円となり、必要額を約 億円上回っている。

※2014年度予算ベース

前期高齢者の
給付費

5.4兆円

前期に
かかる
後期
高齢者
支援金

0.7兆円

前期高齢者にかかる
支出 約6.1兆円

前期高齢者にかかる
収入 約6.3兆円

前期高齢者の保険料
1.5兆円

公費 1.3兆円

前期高齢者交付金
3.4兆円

（被用者保険の納付金）

（Ｈ26.5.28医療保険部会資料をもとに健保連で作成）

約2000億円が過剰に
交付されている

（前期高齢者の保険料と公費を先に充当
した場合）

主張１－②－（1）

後期高齢者の患者負担を

段階的に2割とすべき

• 高齢者は給付に比べて負担が極端に軽い。高齢者への医療給付費が増加の一途を
辿るなか、高齢者にも応分の負担を求める改革が必要。

• 2018年度には70～74歳の患者負担がすべて2割になる。75歳到達以降も引き続き
2割負担を継続すべき。
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（万円）

自己負担
保険料

内訳

<現行の患者負担割合>
75歳以上・・・・1割(現役並み所得者3割)

70～74歳・・・・2018年度までにすべて2割
(現役並み所得者3割)

69歳以下・・・・3割(未就学児2割)

（注）１．１人当たりの医療費と自己負担は、それぞれ加入者の年齢階級別医療費及び自己負担をその年齢階級の加入者数で割ったものである。
２．自己負担は、医療保険制度における自己負担である。
３．予算措置による70～74歳の患者負担補填分は自己負担に含まれている。
４．１人当たり保険料は、被保険者(市町村国保は世帯主）の年齢階級別の保険料（事業主負担分を含む）を、その年齢階級別の加入者数で割ったものである。

また、年齢階級別の保険料は健康保険被保険者実態調査、国民健康保険実態調査、後期高齢者医療制度被保険者実態調査等を基に推計した。
５．端数処理の関係で、数字が合わないことがある。
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「年齢階級別１人当たり医療費、自己負担額及び保険料の比較（年額）（平成26年度実績に基づく推計値）」をもとに健保連で作成

現役世代（20～64歳）の1人当たり医療費は17.8万円、負担(保険料+自己負担)は29.8万円。
一方、75歳以上は、1人当たり医療費90.6万円に対し、負担は14.1万円で、負担が極端に軽い。

後期高齢者の患者負担を段階的に 割とすべき

主張１－③－（1）、（2）、（3）

国民が安心できる持続可能な医療保険制度

に向けたビジョンを示すべき

消費税率の引き上げや税制の見直しにより

必要な財源確保の長期見通しを示すべき

• 国は持続可能な医療保険制度に向けたビジョンを策定し、中長期的な税と保険料の

役割や高齢者医療費の負担のあり方などを示すべき。

• 2014年に社会保障と税の一体改革で決められた消費税率引き上げによる増収分の
配分方法を改めて見直し、高齢者医療への追加財源を確保すべき。
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内訳

<現行の患者負担割合>
75歳以上・・・・1割(現役並み所得者3割)

70～74歳・・・・2018年度までにすべて2割
(現役並み所得者3割)

69歳以下・・・・3割(未就学児2割)

（注）１．１人当たりの医療費と自己負担は、それぞれ加入者の年齢階級別医療費及び自己負担をその年齢階級の加入者数で割ったものである。
２．自己負担は、医療保険制度における自己負担である。
３．予算措置による70～74歳の患者負担補填分は自己負担に含まれている。
４．１人当たり保険料は、被保険者(市町村国保は世帯主）の年齢階級別の保険料（事業主負担分を含む）を、その年齢階級別の加入者数で割ったものである。

また、年齢階級別の保険料は健康保険被保険者実態調査、国民健康保険実態調査、後期高齢者医療制度被保険者実態調査等を基に推計した。
５．端数処理の関係で、数字が合わないことがある。
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「年齢階級別１人当たり医療費、自己負担額及び保険料の比較（年額）（平成26年度実績に基づく推計値）」をもとに健保連で作成

現役世代（20～64歳）の1人当たり医療費は17.8万円、負担(保険料+自己負担)は29.8万円。
一方、75歳以上は、1人当たり医療費90.6万円に対し、負担は14.1万円で、負担が極端に軽い。

後期高齢者の患者負担を段階的に 割とすべき

主張１－③－（1）、（2）、（3）

国民が安心できる持続可能な医療保険制度

に向けたビジョンを示すべき

消費税率の引き上げや税制の見直しにより

必要な財源確保の長期見通しを示すべき

• 国は持続可能な医療保険制度に向けたビジョンを策定し、中長期的な税と保険料の

役割や高齢者医療費の負担のあり方などを示すべき。

• 2014年に社会保障と税の一体改革で決められた消費税率引き上げによる増収分の
配分方法を改めて見直し、高齢者医療への追加財源を確保すべき。
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持続可能な医療保険制度に向けたビジョンを示すべき

2017年度の日本の国民負担率は42.5％で、先進国の中で米国に次いで低い。
このうち社会保障負担率は中位だが、租税負担率は低い水準にあり、税負担を高める余地がある。

潜在的な
国民負担率

49.4(36.1) 49.7(36.3) 36.8(29.7) 53.7(39.4) 52.5(39.1) 58.4(38.0) 73.9(51.7)

【潜在的な国民負担率＝国民負担率＋財政赤字対国民所得比】 （対国民所得比：％（括弧内は対GDP比））

（注１）日本は 年度（平成 年度）見通し及び 年度（平成 年度）実績。諸外国は 年実績。
（注２）財政赤字の国民所得比は、日本及びアメリカについては一般政府から社会保障基金を除いたベース、その他の国は一般政府ベース。
（出典）日本：内閣府「国民経済計算」等 諸外国：
注３ 消費税率 付加価値税率 については、健保連調べ。

持続可能な医療保険制度に向けたビジョンを示すべき
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（出典）OECD Health Statistics 2016
（注）保健医療支出には、医療給付費のほか、予防・公衆衛生サービス、一般用医薬品の購入、一定の介護サービスなどが含まれる。

年の日本の医療・介護を含む保健医療支出対ＧＤＰ比は ％。
ＯＥＣＤ諸国中、米国、スイスに次ぐ第 位で、欧州諸国と比べても高いグループに位置している。

日本の医療・介護の保険給付費はすでに十分高く、これ以上の負担余力は小さい。

【ＯＥＣＤ諸国の保健医療支出対ＧＤＰ比（ ）】
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持続可能な医療保険制度に向けたビジョンを示すべき

2017年度の日本の国民負担率は42.5％で、先進国の中で米国に次いで低い。
このうち社会保障負担率は中位だが、租税負担率は低い水準にあり、税負担を高める余地がある。

潜在的な
国民負担率

49.4(36.1) 49.7(36.3) 36.8(29.7) 53.7(39.4) 52.5(39.1) 58.4(38.0) 73.9(51.7)

【潜在的な国民負担率＝国民負担率＋財政赤字対国民所得比】 （対国民所得比：％（括弧内は対GDP比））

（注１）日本は 年度（平成 年度）見通し及び 年度（平成 年度）実績。諸外国は 年実績。
（注２）財政赤字の国民所得比は、日本及びアメリカについては一般政府から社会保障基金を除いたベース、その他の国は一般政府ベース。
（出典）日本：内閣府「国民経済計算」等 諸外国：
注３ 消費税率 付加価値税率 については、健保連調べ。
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（出典）OECD Health Statistics 2016
（注）保健医療支出には、医療給付費のほか、予防・公衆衛生サービス、一般用医薬品の購入、一定の介護サービスなどが含まれる。

年の日本の医療・介護を含む保健医療支出対ＧＤＰ比は ％。
ＯＥＣＤ諸国中、米国、スイスに次ぐ第 位で、欧州諸国と比べても高いグループに位置している。

日本の医療・介護の保険給付費はすでに十分高く、これ以上の負担余力は小さい。

【ＯＥＣＤ諸国の保健医療支出対ＧＤＰ比（ ）】
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消費税率引き上げや税制の見直し等により財源を確保すべき

1990年度に比べ、国の税収は同水準にもかかわらず、社会保障費支出は21兆円も増加。
社会保障費の増加分は主に赤字国債で賄われており、消費税率引き上げ等による税収確保が必要。

（注） いずれも当初予算ベース。
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消費税率引き上げや税制の見直し等により財源を確保すべき

（出所） 各年版所得再分配調査より作成

社
会
保
障
の
再
分
配
効
果

健保連「医療保険制度における「負担の公平」に関する調査研究事業 第3回検討委員会（2017.1.25）資料より

当初所得による格差が拡大する中で、社会保障（保険料）による所得再分配は年々強化されてきた。
一方、税による再分配効果はほぼ横ばいで推移しており、より拡大していくことが必要。
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消費税率引き上げや税制の見直し等により財源を確保すべき

1990年度に比べ、国の税収は同水準にもかかわらず、社会保障費支出は21兆円も増加。
社会保障費の増加分は主に赤字国債で賄われており、消費税率引き上げ等による税収確保が必要。

（注） いずれも当初予算ベース。
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年

19
87

年

19
90

年

19
93

年

19
96

年

19
99

年

20
02

年

20
05

年

20
08

年

20
11

年

20
14

年

当初所得 社会保障による再分配所得 再分配所得

（ジニ係数）

消費税率引き上げや税制の見直し等により財源を確保すべき

（出所） 各年版所得再分配調査より作成

社
会
保
障
の
再
分
配
効
果

健保連「医療保険制度における「負担の公平」に関する調査研究事業 第3回検討委員会（2017.1.25）資料より

当初所得による格差が拡大する中で、社会保障（保険料）による所得再分配は年々強化されてきた。
一方、税による再分配効果はほぼ横ばいで推移しており、より拡大していくことが必要。
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消費税 ％引上げによる当初の配分方法を見直すべき（ 年当時の配分）

＋１１．２兆円程度

○基礎年金国庫負担割合 の恒久化

○後代への負担のつけ回しの軽減

・高齢化等に伴う自然増を含む安定財源が確保できていない

既存の社会保障費

○消費税率引上げに伴う社会保障４経費の増

・診療報酬、介護報酬、子育て支援等

についての物価上昇に伴う増

○子ども・子育て支援の充実

‐子ども・子育て支援新制度の実施による、幼児教

育・保育と地域の子ども・子育て支援の総合的推進・

充実、「待機児童解消加速化プラン」の実施 など

○医療・介護の充実

‐病床の機能分化・連携、在宅医療の推進等、地域
包括ケアシステムの構築、医療保険制度の財政基
盤の安定化、保険料に係る国民の負担に関する公
平の確保、難病、小児慢性特定疾病に係る公平か
つ安定的な制度の確立 など

○年金制度の改善

‐低所得高齢者・障害者等への福祉的給付、受給資
格期間の短縮 など

４％
程度

兆円程度

兆円程度

兆円程度

兆円程度

兆円程度

兆円程度

社会保障の充実

＋２．８兆円程度

１％
程度

社会保障の安定化

(注) 税制抜本改革法に沿って消費税率が２０１５年（平成２７年）１０月に１０％に引き上げられ、増収分が２０１７年度（２９年度）に満年度化した場合、
５％引き上げ分の１４.０兆円程度のうち、１％程度の ２．８兆円程度が充実に充てられる。

消費税率を、２０１４年４月より８％へ、２０１５年１０月より１０％へ段階的に引上げ。
（＊税制抜本改革法の規定に基づき、経済状況等を総合的に勘案して、最終的に判断）

消費税収の使い途は、それまで高齢者３経費（基礎年金、老人医療、介護）となっていたが、
引き上げに伴い、社会保障４経費（年金、医療、介護、子育て）に拡大。
但し、高齢者への医療給付費の公費投入は自然増を除き、拡充は予定されていない。

厚生労働省資料より

医療機能の分化・連携を推進すべき

• 人口構造の変化を踏まえ、過剰な急性期病床の削減等を促進し、在宅医療・介護体制を
拡充すべき。その上で、住み慣れた地域で医療・介護・生活支援サービスが包括的に提
供される地域包括ケアシステムを早期に構築すべき。

• また、病院と診療所の役割を整理し、機能分化・連携することで、効率化を図ることが患
者にとっても重要となる。初期に診療科横断的な診断をし、ゲートキーパー機能を担う総
合診療専門医の育成を積極的に進めるべき。

• 保険者としては、加入者に適切な受診行動を啓発し、重複受診、軽症ですぐに大病院・救
急病院を受診する等は是正を求めていくことが必要。

• 医療側は、限られた医療資源を活用し、最も効率的・効果的な医療を実施するとの意識
に変革すべき。そのため、例えば医学部教育に保険制度（財政）の状況を組み入れるべ
き。

主張２－（１）
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消費税 ％引上げによる当初の配分方法を見直すべき（ 年当時の配分）

＋１１．２兆円程度

○基礎年金国庫負担割合 の恒久化

○後代への負担のつけ回しの軽減

・高齢化等に伴う自然増を含む安定財源が確保できていない

既存の社会保障費

○消費税率引上げに伴う社会保障４経費の増

・診療報酬、介護報酬、子育て支援等

についての物価上昇に伴う増

○子ども・子育て支援の充実

‐子ども・子育て支援新制度の実施による、幼児教

育・保育と地域の子ども・子育て支援の総合的推進・

充実、「待機児童解消加速化プラン」の実施 など

○医療・介護の充実

‐病床の機能分化・連携、在宅医療の推進等、地域
包括ケアシステムの構築、医療保険制度の財政基
盤の安定化、保険料に係る国民の負担に関する公
平の確保、難病、小児慢性特定疾病に係る公平か
つ安定的な制度の確立 など

○年金制度の改善

‐低所得高齢者・障害者等への福祉的給付、受給資
格期間の短縮 など

４％
程度

兆円程度

兆円程度

兆円程度

兆円程度

兆円程度

兆円程度

社会保障の充実

＋２．８兆円程度

１％
程度

社会保障の安定化

(注) 税制抜本改革法に沿って消費税率が２０１５年（平成２７年）１０月に１０％に引き上げられ、増収分が２０１７年度（２９年度）に満年度化した場合、
５％引き上げ分の１４.０兆円程度のうち、１％程度の ２．８兆円程度が充実に充てられる。

消費税率を、２０１４年４月より８％へ、２０１５年１０月より１０％へ段階的に引上げ。
（＊税制抜本改革法の規定に基づき、経済状況等を総合的に勘案して、最終的に判断）

消費税収の使い途は、それまで高齢者３経費（基礎年金、老人医療、介護）となっていたが、
引き上げに伴い、社会保障４経費（年金、医療、介護、子育て）に拡大。
但し、高齢者への医療給付費の公費投入は自然増を除き、拡充は予定されていない。

厚生労働省資料より

医療機能の分化・連携を推進すべき

• 人口構造の変化を踏まえ、過剰な急性期病床の削減等を促進し、在宅医療・介護体制を
拡充すべき。その上で、住み慣れた地域で医療・介護・生活支援サービスが包括的に提
供される地域包括ケアシステムを早期に構築すべき。

• また、病院と診療所の役割を整理し、機能分化・連携することで、効率化を図ることが患
者にとっても重要となる。初期に診療科横断的な診断をし、ゲートキーパー機能を担う総
合診療専門医の育成を積極的に進めるべき。

• 保険者としては、加入者に適切な受診行動を啓発し、重複受診、軽症ですぐに大病院・救
急病院を受診する等は是正を求めていくことが必要。

• 医療側は、限られた医療資源を活用し、最も効率的・効果的な医療を実施するとの意識
に変革すべき。そのため、例えば医学部教育に保険制度（財政）の状況を組み入れるべ
き。

主張２－（１）
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人口構造の変化に対応した病床機能を整備すべき

地域医療構想に基づき、過剰な急性期病床の削減や在宅医療、介護体制の拡充が必要。

地域医療構想

高齢化等を踏まえ、都道府県が 年の必要病床数を目標として定めたもの

高度急性期 万床

急性期 万床

回復期 万床

慢性期 万床

高度急性期 万床

急性期 万床

回復期 万床

慢性期 万床

年 月時点病床数
（病床機能報告）

年の必要病床数
（地域医療構想）

万床

万床
全体 万床減

万床減

万床増

万床減

※ 厚生労働省の公表数値を単純集計したもの
を比較

➢ 急性期病床を削減

➢ 回復期病床への転換

（整備）

➢ 入院（特に慢性期）か

ら外来、在宅、介護へ

移行

現状 目標

早期に「地域包括ケアシステム」を実現すべき

「地域包括ケアシステム」では、住み慣れた地域で医療・介護・生活支援サービスが包括的に提供される。

地域包括ケアシステムの姿

いつまでも元気に暮らすために･･･

生活支援・介護予防

住まい

※ 地域包括ケアシステムは、おおむね３０分以
内に必要なサービスが提供される日常生活圏
域（具体的には中学校区）を単位として想定

■在宅系サービス：
・訪問介護 ・訪問看護 ・通所介護
・小規模多機能型居宅介護
・短期入所生活介護
・福祉用具
・24時間対応の訪問サービス
・複合型サービス
（小規模多機能型居宅介護＋訪問看護）等

・自宅
・サービス付き高齢者向け住宅等

相談業務やサービスの
コーディネートを行います。

日常の医療：
・かかりつけ医、有床診療所
・地域の連携病院
・歯科医療、薬局

老人クラブ・自治会・ボランティア・ 等

・地域包括支援センター
・ケアマネジャー

通院・入院

通所・入所

病院：
急性期、回復期、慢性期

病気になったら･･･

医 療
介護が必要になったら･･･

介 護

■介護予防サービス

※ 厚生労働省資料から

■施設・居住系サービス
・介護老人福祉施設
・介護老人保健施設
・認知症共同生活介護
・特定施設入居者生活介護

等
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人口構造の変化に対応した病床機能を整備すべき

地域医療構想に基づき、過剰な急性期病床の削減や在宅医療、介護体制の拡充が必要。

地域医療構想

高齢化等を踏まえ、都道府県が 年の必要病床数を目標として定めたもの

高度急性期 万床

急性期 万床

回復期 万床

慢性期 万床

高度急性期 万床

急性期 万床

回復期 万床

慢性期 万床

年 月時点病床数
（病床機能報告）

年の必要病床数
（地域医療構想）

万床

万床
全体 万床減

万床減

万床増

万床減

※ 厚生労働省の公表数値を単純集計したもの
を比較

➢ 急性期病床を削減

➢ 回復期病床への転換

（整備）

➢ 入院（特に慢性期）か

ら外来、在宅、介護へ

移行

現状 目標

早期に「地域包括ケアシステム」を実現すべき

「地域包括ケアシステム」では、住み慣れた地域で医療・介護・生活支援サービスが包括的に提供される。

地域包括ケアシステムの姿

いつまでも元気に暮らすために･･･

生活支援・介護予防

住まい

※ 地域包括ケアシステムは、おおむね３０分以
内に必要なサービスが提供される日常生活圏
域（具体的には中学校区）を単位として想定

■在宅系サービス：
・訪問介護 ・訪問看護 ・通所介護
・小規模多機能型居宅介護
・短期入所生活介護
・福祉用具
・24時間対応の訪問サービス
・複合型サービス
（小規模多機能型居宅介護＋訪問看護）等

・自宅
・サービス付き高齢者向け住宅等

相談業務やサービスの
コーディネートを行います。

日常の医療：
・かかりつけ医、有床診療所
・地域の連携病院
・歯科医療、薬局

老人クラブ・自治会・ボランティア・ 等

・地域包括支援センター
・ケアマネジャー

通院・入院

通所・入所

病院：
急性期、回復期、慢性期

病気になったら･･･

医 療
介護が必要になったら･･･

介 護

■介護予防サービス

※ 厚生労働省資料から

■施設・居住系サービス
・介護老人福祉施設
・介護老人保健施設
・認知症共同生活介護
・特定施設入居者生活介護

等
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病院と診療所の役割を整理し、機能分化・連携することで医療の効率化を図るべき

初期に診療科横断的な診断をする総合診療専門医の育成が必要。

高度医療や専門医

療を提供する大病

院は必要な時のみ

受診

まず、患者に身近な地域の
「総合診療専門医」を受診

必要に応じて適宜
適切に紹介

初期の診療科横断的な診

断とゲートキーパー機能を

担う総合診療専門医の計

画的な育成が急務
症状が安定したら

逆紹介

○ 大病院においては、紹介状なしで外来受診した患者の割
合は約７割と高い水準

↓
○ 大病院を紹介状なしで受診した場合の定額負担（選定療

養）が義務化（最低初診時 円、再診時 円）
↓

○ 紹介状なし初診患者の減少は僅か ％

○ 主治医機能として継続的管理を評価する地域包括診療
料、地域包括診療加算（診療所のみ）が創設

↓

○ 地域包括診療料は病院の ％、診療所で ％、地域包括
診療加算は診療所の ％しか届出を行なっていない（
年度時点）

保険者としても啓発
適切な受診行動へ

紹介状なし大病院受診時の定額負担の導入（ 年度～） 診療報酬による主治医機能（ 年度～）

※ データは中央社会保険医療協議会資料より

医療の効率化

医療の地域間格差を是正すべき

• 入院や外来医療費における地域間格差が存在している。（１人当たり）医療費の高い地域
は是正すべきで、少なくとも地域間格差を半減する施策が必要。

• 地域ごとの病床数、入院日数、医療費等の適正化に向けて、情報公開やデータ分析によ
る見える化を進め、患者にとって最適な医療を受けられるためにも、都道府県の地域医療
構想（医療計画）等において格差是正の施策を設定、実行すべき。

主張２－（２）
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病院と診療所の役割を整理し、機能分化・連携することで医療の効率化を図るべき

初期に診療科横断的な診断をする総合診療専門医の育成が必要。

高度医療や専門医

療を提供する大病

院は必要な時のみ

受診

まず、患者に身近な地域の
「総合診療専門医」を受診

必要に応じて適宜
適切に紹介

初期の診療科横断的な診

断とゲートキーパー機能を

担う総合診療専門医の計

画的な育成が急務
症状が安定したら

逆紹介

○ 大病院においては、紹介状なしで外来受診した患者の割
合は約７割と高い水準

↓
○ 大病院を紹介状なしで受診した場合の定額負担（選定療

養）が義務化（最低初診時 円、再診時 円）
↓

○ 紹介状なし初診患者の減少は僅か ％

○ 主治医機能として継続的管理を評価する地域包括診療
料、地域包括診療加算（診療所のみ）が創設

↓

○ 地域包括診療料は病院の ％、診療所で ％、地域包括
診療加算は診療所の ％しか届出を行なっていない（
年度時点）

保険者としても啓発
適切な受診行動へ

紹介状なし大病院受診時の定額負担の導入（ 年度～） 診療報酬による主治医機能（ 年度～）

※ データは中央社会保険医療協議会資料より

医療の効率化

医療の地域間格差を是正すべき

• 入院や外来医療費における地域間格差が存在している。（１人当たり）医療費の高い地域
は是正すべきで、少なくとも地域間格差を半減する施策が必要。

• 地域ごとの病床数、入院日数、医療費等の適正化に向けて、情報公開やデータ分析によ
る見える化を進め、患者にとって最適な医療を受けられるためにも、都道府県の地域医療
構想（医療計画）等において格差是正の施策を設定、実行すべき。

主張２－（２）
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地域医療構想等で地域間格差を半減させる施策を実行すべき

医療費の地域間格差が最大で 倍ある。病床数が多いほど入院医療費が高い傾向がある。
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千葉

東京

神奈川
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高知
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相関係数＝

全国平均
床 円

１
人
当
た
り
入
院
医
療
費
（円
）

※ 厚生労働省、総務省資料を基に作成

病院病床数（人口 万人あたり）と（ 人当たり）入院医療費の関係

病床数が多いと 人当たり
入院医療費が高い

全国平均 千円

※平成 年度国民医療費の概況から作成

例）最大と最小で 倍の差
格差の半減を目指す

病床数、入院日数、医療費等の地域間

格差の分析・見える化をさらに進める
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崎
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沖
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病院病床数（人口 万人あたり）

（千円）

都道府県別人口 人当たり国民医療費

終末期医療のあり方を見直すべき

• 厚生労働省が公表した「人生の最終段階における医療の決定プロセスに関するガイドライ
ン」について、 国民や医療機関に浸透していないことから、積極的に周知すべき。

• 人生の最終段階における医療のあり方については、患者の意思決定を基本とし、家族、医
療側と事前に十分に合意形成できる体制を構築すべき。

• 受ける医療について、患者が「生前の意思表示（リビング・ウィル）」を明確に書面に示す仕
組みを推進すべき。

• 患者の多くが自宅での看取りを希望しており、在宅や介護施設で看取りができる体制を構
築すべき。

主張２－（３）
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地域医療構想等で地域間格差を半減させる施策を実行すべき

医療費の地域間格差が最大で 倍ある。病床数が多いほど入院医療費が高い傾向がある。

埼玉

千葉

東京

神奈川

愛知

徳島

高知

長崎

熊本

鹿児島

相関係数＝

全国平均
床 円

１
人
当
た
り
入
院
医
療
費
（円
）

※ 厚生労働省、総務省資料を基に作成

病院病床数（人口 万人あたり）と（ 人当たり）入院医療費の関係

病床数が多いと 人当たり
入院医療費が高い

全国平均 千円

※平成 年度国民医療費の概況から作成

例）最大と最小で 倍の差
格差の半減を目指す

病床数、入院日数、医療費等の地域間

格差の分析・見える化をさらに進める
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鹿
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島

沖
縄

病院病床数（人口 万人あたり）

（千円）

都道府県別人口 人当たり国民医療費

終末期医療のあり方を見直すべき

• 厚生労働省が公表した「人生の最終段階における医療の決定プロセスに関するガイドライ
ン」について、 国民や医療機関に浸透していないことから、積極的に周知すべき。

• 人生の最終段階における医療のあり方については、患者の意思決定を基本とし、家族、医
療側と事前に十分に合意形成できる体制を構築すべき。

• 受ける医療について、患者が「生前の意思表示（リビング・ウィル）」を明確に書面に示す仕
組みを推進すべき。

• 患者の多くが自宅での看取りを希望しており、在宅や介護施設で看取りができる体制を構
築すべき。

主張２－（３）
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患者の意思決定を基本とし、事前に十分に合意形成できる体制を構築すべき

生涯で必要となる平均医療費の半分を７０歳以上で使用している。
人生の最終段階における医療のあり方をまとめた国の「ガイドライン」が策定されている。

（参考）１年間にかかる終末期医療費 （１）×（２）＝約９，０００億円（推計）
【平成１４年度ベース：国民医療費約３１兆円。うち７０歳以上の医療費は約１２兆円】

※１年間の死亡者数について死亡前１ヶ月間にかかった医療費を年間の終末期医療費とした場合、
１年間の死亡者数（平成１４年）：９８万人
うち、医療機関での死亡者数：８０万人…（１）
死亡前１ヶ月の平均医療費：１１２万円…（２）

※医療保険部会資料より（医療
経済研究機構「終末期における
ケアに係わる制度及び政策に関
する研究」等を基に厚生労働省
保険局調査課において推計）

「人生の最終段階における医療の決定プロセスに関するガイドライン」（厚生労働省 平成２７年３月改訂）抜粋
１．人生の最終段階における医療及びケアの在り方

医師等の医療従事者から適切な情報の提供と説明がなされ、それに基づいて患者が医療従事者と話し合いを行い、患者本人による決定を
基本としたうえで、人生の最終段階における医療を進めることが最も重要な原則である。

２．人生の最終段階における医療及びケアの方針の決定手続
（患者の意思が確認できる場合）治療方針の決定に際し、患者と医療従事者とが十分な話し合いを行い、患者が意思決定を行い、その合意
内容を文書にまとめておくものとする。

※生涯医療費（平成26年度） 厚生労働省

患者の事前の意思表示や在宅、介護施設で看取りができる体制を構築すべき

国民の約７０％が意思表示の書面作成に賛成してい
るのに対し、実際に作成したのは約３％。

リビング・ウィルを推進すべき

在宅での「看取り」を行う病院・診療所は全体の約５％。ま
た、自宅での死亡割合は１３％。

人生の最終段階における医療に対する事前の意思表示がほとんど行われていない。
在宅で看取りを行う体制が整備されていない。

【リビング・ウィル：生前の意思表示】
生命維持装置の使用拒否等、自分の終末期医療に関し
て、判断力のあるうちに書面で意思表示しておく指示書

【人生の最終段階における医療に関する
意識調査（平成 年） 厚生労働省】

医療機関 介護施設 自宅 その他

【死亡の場所別にみた死亡構成割合（％）】

※人口動態統計（平成 年） 厚生労働省

【第１回中医協・医療と介護の連携に関する意見交換 資料】

在宅での看取りを行う病院・診療所は、増加傾向にはある

ものの、依然として全体の約５％にとどまっている。 平成２

６年時点
病院 診療所
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患者の意思決定を基本とし、事前に十分に合意形成できる体制を構築すべき

生涯で必要となる平均医療費の半分を７０歳以上で使用している。
人生の最終段階における医療のあり方をまとめた国の「ガイドライン」が策定されている。

（参考）１年間にかかる終末期医療費 （１）×（２）＝約９，０００億円（推計）
【平成１４年度ベース：国民医療費約３１兆円。うち７０歳以上の医療費は約１２兆円】

※１年間の死亡者数について死亡前１ヶ月間にかかった医療費を年間の終末期医療費とした場合、
１年間の死亡者数（平成１４年）：９８万人
うち、医療機関での死亡者数：８０万人…（１）
死亡前１ヶ月の平均医療費：１１２万円…（２）

※医療保険部会資料より（医療
経済研究機構「終末期における
ケアに係わる制度及び政策に関
する研究」等を基に厚生労働省
保険局調査課において推計）

「人生の最終段階における医療の決定プロセスに関するガイドライン」（厚生労働省 平成２７年３月改訂）抜粋
１．人生の最終段階における医療及びケアの在り方

医師等の医療従事者から適切な情報の提供と説明がなされ、それに基づいて患者が医療従事者と話し合いを行い、患者本人による決定を
基本としたうえで、人生の最終段階における医療を進めることが最も重要な原則である。

２．人生の最終段階における医療及びケアの方針の決定手続
（患者の意思が確認できる場合）治療方針の決定に際し、患者と医療従事者とが十分な話し合いを行い、患者が意思決定を行い、その合意
内容を文書にまとめておくものとする。

※生涯医療費（平成26年度） 厚生労働省

患者の事前の意思表示や在宅、介護施設で看取りができる体制を構築すべき

国民の約７０％が意思表示の書面作成に賛成してい
るのに対し、実際に作成したのは約３％。

リビング・ウィルを推進すべき

在宅での「看取り」を行う病院・診療所は全体の約５％。ま
た、自宅での死亡割合は１３％。

人生の最終段階における医療に対する事前の意思表示がほとんど行われていない。
在宅で看取りを行う体制が整備されていない。

【リビング・ウィル：生前の意思表示】
生命維持装置の使用拒否等、自分の終末期医療に関し
て、判断力のあるうちに書面で意思表示しておく指示書

【人生の最終段階における医療に関する
意識調査（平成 年） 厚生労働省】

医療機関 介護施設 自宅 その他

【死亡の場所別にみた死亡構成割合（％）】

※人口動態統計（平成 年） 厚生労働省

【第１回中医協・医療と介護の連携に関する意見交換 資料】

在宅での看取りを行う病院・診療所は、増加傾向にはある

ものの、依然として全体の約５％にとどまっている。 平成２

６年時点
病院 診療所
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薬剤費の伸びを抑制すべき

• 薬価制度については、政府が基本方針に示した検討項目に沿って適正化の方向で見直す
べき。

• 薬局・薬剤師が本来果たすべき機能を十分果たしているとは言い難い。服薬指導管理、処
方変更、分割調剤（リフィル処方）など、機能を発揮する体制づくりを構築すべき。特に、高
齢者における多剤処方、重複投薬、残薬等の適正化に向けた体制を強化すべき。

• 後発医薬品については、患者、医療機関、薬局、保険者が理解を深め、それぞれの役割を
果たしながら、更なる使用促進を図るべき。

主張２－（４）

薬価制度について、政府が示した検討項目に沿って適正化すべき

薬剤費が増加し、医療費全体を押し上げている。

＜医療費に占める薬剤費の割合と薬剤費の伸び＞

＜薬価制度見直しに向けた主な内容＞

○効能追加等に伴う市場拡大への対応

⇒高額医薬品の市場が当初予測（薬価収載時）から大きく拡大した際の速やかな価格引き下げへの対応

○新薬収載時の薬価算定方式の見直し

⇒新薬の薬価算定方法の正確性・透明性の確保

○毎年の薬価改定の実施 （※通常は２年に１度）

⇒実勢価格と乖離した（公定）薬価の迅速な価格の見直し

○長期収載品（特許切れ先発医薬品）・後発医薬品の薬価の見直し

⇒新薬の特許期間終了後の、市場での速やかな後発医薬品への置き換えに資する対応 －等

※中央社会保険医療協議会（平成29年3月29日）資料より抜粋

※政府の基本方針を踏まえ、中央社会保険医療協議会で挙げられた具体的な見直し検討項目
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薬剤費の伸びを抑制すべき

• 薬価制度については、政府が基本方針に示した検討項目に沿って適正化の方向で見直す
べき。

• 薬局・薬剤師が本来果たすべき機能を十分果たしているとは言い難い。服薬指導管理、処
方変更、分割調剤（リフィル処方）など、機能を発揮する体制づくりを構築すべき。特に、高
齢者における多剤処方、重複投薬、残薬等の適正化に向けた体制を強化すべき。

• 後発医薬品については、患者、医療機関、薬局、保険者が理解を深め、それぞれの役割を
果たしながら、更なる使用促進を図るべき。

主張２－（４）

薬価制度について、政府が示した検討項目に沿って適正化すべき

薬剤費が増加し、医療費全体を押し上げている。

＜医療費に占める薬剤費の割合と薬剤費の伸び＞

＜薬価制度見直しに向けた主な内容＞

○効能追加等に伴う市場拡大への対応

⇒高額医薬品の市場が当初予測（薬価収載時）から大きく拡大した際の速やかな価格引き下げへの対応

○新薬収載時の薬価算定方式の見直し

⇒新薬の薬価算定方法の正確性・透明性の確保

○毎年の薬価改定の実施 （※通常は２年に１度）

⇒実勢価格と乖離した（公定）薬価の迅速な価格の見直し

○長期収載品（特許切れ先発医薬品）・後発医薬品の薬価の見直し

⇒新薬の特許期間終了後の、市場での速やかな後発医薬品への置き換えに資する対応 －等

※中央社会保険医療協議会（平成29年3月29日）資料より抜粋

※政府の基本方針を踏まえ、中央社会保険医療協議会で挙げられた具体的な見直し検討項目
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＜高齢者における医薬品の処方・服用に係る諸課題＞

高齢者の多剤処方の状況 患者の残薬の状況

【前期高齢者の場合】 【後期高齢者の場合】

医薬品の処方について、前期高齢者は 剤以上が約 ％、後期高齢者は約 ％となっている。
患者の ％以上に残薬の経験がある。また、処方剤数の多さで残薬は増加する傾向にある。

薬局・薬剤師が本来果たすべき機能を発揮する体制作りを推進すべき

1.8%

1.1%

2.5%

5.7%

4.4%

2.3%

12.0%

51.3%

54.5%

60.9%

58.6%

62.5%

65.1%

68.0%

47.0%

44.3%

36.6%

35.7%

33.1%

32.6%

20.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1種類(n=394)

2～3種類(n=783)

4～6種類(n=722)

7～8種類(n=244)

9～10種類(n=136)

11種類以上(n=86)

不明(n=25)

大量に余ったことがある 余ったことがある 余ったことはない
※いずれも中央社会保険医療協議会（平成27年11月6日）資料より抜粋（一部編集）

＜薬剤師に求められる主な役割＞

服用歴や現在服用中の全ての薬剤に関する情報等を一元的・継続的に把握し、
複数診療科を受診した場合でも多剤・重複投薬等や相互作用が防止される。

かかりつけ薬剤師からの丁寧な説明により薬への理解が深まり、飲み忘れ、飲み残しが防止され、
これにより、残薬が解消される。 ※厚生労働省 「患者のための薬局ビジョン」より一部抜粋

＜高齢者における医薬品の処方・服用に係る諸課題＞

高齢者の多剤処方の状況 患者の残薬の状況

【前期高齢者の場合】 【後期高齢者の場合】

医薬品の処方について、前期高齢者は 剤以上が約 ％、後期高齢者は約 ％となっている。
患者の ％以上に残薬の経験がある。また、処方剤数の多さで残薬は増加する傾向にある。

薬局・薬剤師が本来果たすべき機能を発揮する体制作りを推進すべき

1.8%

1.1%

2.5%

5.7%

4.4%

2.3%

12.0%

51.3%

54.5%

60.9%

58.6%

62.5%

65.1%

68.0%

47.0%

44.3%

36.6%

35.7%

33.1%

32.6%

20.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1種類(n=394)

2～3種類(n=783)

4～6種類(n=722)

7～8種類(n=244)

9～10種類(n=136)

11種類以上(n=86)

不明(n=25)

大量に余ったことがある 余ったことがある 余ったことはない
※いずれも中央社会保険医療協議会（平成27年11月6日）資料より抜粋（一部編集）
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＜薬剤師に求められる主な役割＞

服用歴や現在服用中の全ての薬剤に関する情報等を一元的・継続的に把握し、
複数診療科を受診した場合でも多剤・重複投薬等や相互作用が防止される。

かかりつけ薬剤師からの丁寧な説明により薬への理解が深まり、飲み忘れ、飲み残しが防止され、
これにより、残薬が解消される。 ※厚生労働省 「患者のための薬局ビジョン」より一部抜粋

＜高齢者における医薬品の処方・服用に係る諸課題＞

高齢者の多剤処方の状況 患者の残薬の状況

【前期高齢者の場合】 【後期高齢者の場合】

医薬品の処方について、前期高齢者は 剤以上が約 ％、後期高齢者は約 ％となっている。
患者の ％以上に残薬の経験がある。また、処方剤数の多さで残薬は増加する傾向にある。

薬局・薬剤師が本来果たすべき機能を発揮する体制作りを推進すべき

1.8%

1.1%

2.5%

5.7%

4.4%

2.3%

12.0%

51.3%

54.5%

60.9%

58.6%

62.5%

65.1%

68.0%

47.0%

44.3%

36.6%

35.7%

33.1%

32.6%

20.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1種類(n=394)

2～3種類(n=783)

4～6種類(n=722)

7～8種類(n=244)

9～10種類(n=136)

11種類以上(n=86)

不明(n=25)

大量に余ったことがある 余ったことがある 余ったことはない
※いずれも中央社会保険医療協議会（平成27年11月6日）資料より抜粋（一部編集）
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保険給付範囲を見直すべき

• 皆保険制度の維持のため、保険の給付範囲について、除外することも含めて、改めて見直し
を検討することが必要。

• 軽症疾患用の医薬品について、保険の給付範囲から除外や償還率を変更すべきで、まずは
市販品類似薬から除外を進めていくべき。

主張２－（５）

●市販品類似薬に係る保険給付について見直しを検討（ 年度（平成 年度）までに検討・措置）
●セルフメディケーションの推進（～ 年度（平成 年度）まで）

軽症疾患用の医薬品について、保険給付範囲からの除外や償還率を変更すべき

●市販品類似薬を保険給付の範囲から除外

●スイッチＯＴＣ化の推進

政府が改革工程表の中で市販品類似薬に係る保険給付を検討項目に挙げている。
海外では医薬品の保険償還率に段階を設定している例がある。

SMR評価 保険償還率 対象医薬品の主な例

Important（重要）
100％ 抗腫瘍薬、免疫抑制剤、HIV用抗ウィルス薬等

65％ 精神神経用剤、抗てんかん剤、高脂血症治療薬、不整脈治療薬、血圧降下剤等

Modéré（中程度） 30% 抗ヒスタミン剤、その他アレルギー用薬等

Faible（軽度） 15% 胃潰瘍治療薬、催眠鎮静剤、耳鼻科用薬等

Insuffisant（不十分） 0%（保険償還対象外） 去たん剤、外皮用消炎鎮痛剤等

※[1] Haute Authorité de Santé (2014)  Pricing & Reimbursement of drugs and HTA policies in France, March 2014.[2] フランス公的医薬品データベース参照。

【フランスにおける医薬品の保険償還の状況（例）】

【経済・財政再生計画 改革工程表 ２０１６改定版】

海外の制度も参考に、まず市販品類似薬から除外を進めていくべき。
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保険給付範囲を見直すべき

• 皆保険制度の維持のため、保険の給付範囲について、除外することも含めて、改めて見直し
を検討することが必要。

• 軽症疾患用の医薬品について、保険の給付範囲から除外や償還率を変更すべきで、まずは
市販品類似薬から除外を進めていくべき。

主張２－（５）

●市販品類似薬に係る保険給付について見直しを検討（ 年度（平成 年度）までに検討・措置）
●セルフメディケーションの推進（～ 年度（平成 年度）まで）

軽症疾患用の医薬品について、保険給付範囲からの除外や償還率を変更すべき

●市販品類似薬を保険給付の範囲から除外

●スイッチＯＴＣ化の推進

政府が改革工程表の中で市販品類似薬に係る保険給付を検討項目に挙げている。
海外では医薬品の保険償還率に段階を設定している例がある。

SMR評価 保険償還率 対象医薬品の主な例

Important（重要）
100％ 抗腫瘍薬、免疫抑制剤、HIV用抗ウィルス薬等

65％ 精神神経用剤、抗てんかん剤、高脂血症治療薬、不整脈治療薬、血圧降下剤等

Modéré（中程度） 30% 抗ヒスタミン剤、その他アレルギー用薬等

Faible（軽度） 15% 胃潰瘍治療薬、催眠鎮静剤、耳鼻科用薬等

Insuffisant（不十分） 0%（保険償還対象外） 去たん剤、外皮用消炎鎮痛剤等

※[1] Haute Authorité de Santé (2014)  Pricing & Reimbursement of drugs and HTA policies in France, March 2014.[2] フランス公的医薬品データベース参照。

【フランスにおける医薬品の保険償還の状況（例）】

【経済・財政再生計画 改革工程表 ２０１６改定版】

海外の制度も参考に、まず市販品類似薬から除外を進めていくべき。
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診療報酬体系を見直すべき

• 診療報酬改定にあたっては、薬価の切り下げによる財源は国民に還元すべき。

• 診療報酬は、患者にわかりやすく、簡素・合理化する方向で見直し、特に現行の

出来高払い方式中心の体系から、包括払い方式を拡大すべき。

主張２－（６）

診療報酬は、患者にわかりやすく簡素化・合理化する方向で見直すべき

現行の出来高払い方式中心の診療報酬体系から、包括払い方式の拡大が進められている。

【入院の場合】

【外来の場合】

入院では、現行でも一般病院の2割程度が
包括払い制度を導入

【 対象病院数の推移】（ ：入院医療における診療報酬包括支払制度）

年 度
全一般病院数

①
対象病院数
②

算定病床数
全一般病院数に占める

対象病院数の割合
（② ①）

平成 年度 ％
平成 年度 ％
平成 年度 ％

平成 年度
(※H28年 月時点） (※H28年 月時点） (※H28年 月時点）

％

現行、包括化されているのは一部の内容のみ

例１． 200床以上の病院で再診を行ったケース

例２． 高血圧症、糖尿病などの患者でかかりつけ医からの継続
的な医学管理が行われた場合

包括払い点数

外来診療料 一部の検査料
円 一部の処置料

などを含む

包括払い点数

地域包括診療料 再診料
円 検査料

画像診断料
※ただし高額な診療内容 処置料
は別途算定 などを含む

包括払い

○○円
包括点数として算定

（※左記項目が全て
含まれた評価体系）

一日当たり定額で算定

出来高払い

一日の診療行為ごとに算定

包括

入院料（○○円）

注射料（○○円）

投薬料（○○円）

処置料（○○円）

検査料（○○円）

画像診断料（○○円）

増
加
傾
向

＜現行の診療報酬の包括化＞
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診療報酬体系を見直すべき

• 診療報酬改定にあたっては、薬価の切り下げによる財源は国民に還元すべき。

• 診療報酬は、患者にわかりやすく、簡素・合理化する方向で見直し、特に現行の

出来高払い方式中心の体系から、包括払い方式を拡大すべき。

主張２－（６）

診療報酬は、患者にわかりやすく簡素化・合理化する方向で見直すべき

現行の出来高払い方式中心の診療報酬体系から、包括払い方式の拡大が進められている。

【入院の場合】

【外来の場合】

入院では、現行でも一般病院の2割程度が
包括払い制度を導入

【 対象病院数の推移】（ ：入院医療における診療報酬包括支払制度）

年 度
全一般病院数

①
対象病院数
②

算定病床数
全一般病院数に占める

対象病院数の割合
（② ①）

平成 年度 ％

平成 年度 ％

平成 年度 ％

平成 年度
(※H28年 月時点） (※H28年 月時点） (※H28年 月時点）

％

現行、包括化されているのは一部の内容のみ

例１． 200床以上の病院で再診を行ったケース

例２． 高血圧症、糖尿病などの患者でかかりつけ医からの継続
的な医学管理が行われた場合

包括払い点数

外来診療料 一部の検査料
円 一部の処置料

などを含む

包括払い点数

地域包括診療料 再診料
円 検査料

画像診断料
※ただし高額な診療内容 処置料
は別途算定 などを含む

包括払い

○○円
包括点数として算定

（※左記項目が全て
含まれた評価体系）

一日当たり定額で算定

出来高払い

一日の診療行為ごとに算定

包括

入院料（○○円）

注射料（○○円）

投薬料（○○円）

処置料（○○円）

検査料（○○円）

画像診断料（○○円）

増
加
傾
向

＜現行の診療報酬の包括化＞
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その他適正化の推進について（療養費等）

（１）療養費を適正化すべき

• 療養費の保険給付範囲について、ゼロベースで検討すべき。

• 療養費は不正請求が横行しており、徹底した不正防止策、指導管理体制の構
築、審査体制の強化等、制度の見直しや、電子化を含めた事務の効率化を図る
べき。

（２） を活用し医療の効率化を進めるべき

• を活用した診療情報の共有により、医療機関の連携を図り、患者に対しても
オンラインによる診療を取り入れる等、医療の効率化を推進すべき。

主張２－（７）

療養費について、保険給付の範囲や制度の見直しについて検討すべき

療養費の中ではり・きゅう、マッサージの伸び率が大きい。
不正請求等が横行している実態がある。

○後期高齢者に係るあはき療養費の不正請求等の状況

○柔道整復療養費に関し、平成 年 月に反社会勢力が関与した、約 億 千万円に及ぶ
詐取事件が発生

※第 回社保審医療保険部会 柔整療養費検討専門委員会資料

※第 回社保審医療保険部会 あはき療養費検討専門委員会資料

※第 回社保審医療保険部会 柔整療養費検討専門委員会資料
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その他適正化の推進について（療養費等）

（１）療養費を適正化すべき

• 療養費の保険給付範囲について、ゼロベースで検討すべき。

• 療養費は不正請求が横行しており、徹底した不正防止策、指導管理体制の構
築、審査体制の強化等、制度の見直しや、電子化を含めた事務の効率化を図る
べき。

（２） を活用し医療の効率化を進めるべき

• を活用した診療情報の共有により、医療機関の連携を図り、患者に対しても
オンラインによる診療を取り入れる等、医療の効率化を推進すべき。

主張２－（７）

療養費について、保険給付の範囲や制度の見直しについて検討すべき

療養費の中ではり・きゅう、マッサージの伸び率が大きい。
不正請求等が横行している実態がある。

○後期高齢者に係るあはき療養費の不正請求等の状況

○柔道整復療養費に関し、平成 年 月に反社会勢力が関与した、約 億 千万円に及ぶ
詐取事件が発生

※第 回社保審医療保険部会 柔整療養費検討専門委員会資料

※第 回社保審医療保険部会 あはき療養費検討専門委員会資料

※第 回社保審医療保険部会 柔整療養費検討専門委員会資料

49

50

0
3
4
9
1
3
_
2
0
2
5
年
度
に
向
け
た
医
療
1
7
0
9
.
i
n
d
d
 
 
 
5
0

2
0
1
7
/
0
9
/
1
5
 
 
 
1
7
:
0
4
:
1
0



主張２－（8）
保健事業の推進について

• 今後、健康寿命の延伸ひいては医療費の適正化を図るためには、特定健診・保健

指導の拡大、データヘルス計画の推進、日本健康会議における宣言２０２０の達成

といった目標を見据え、これまで以上にきめ細やかな保健事業を展開していかなけ

ればならない。

（１）健保組合は保健事業費の水準を維持または拡大し、生涯現役社会実現の後押

しを継続すべき。また、事業主との連携を強めながらデータヘルス計画を着実に

推進すべき。

（２）国及び医療・健診機関は各種健診結果フォーマットの統一化を推進すべき。

（３）国は保険者と事業主との健診関連情報の共有化を検討すべき。

保健事業費の水準を維持拡大し、生涯現役社会実現の後押しを継続すべき

リーマンショック以降、継続的な財政難の状況下においても、健保組合は自助努力（保険料率引上げな
どの資金繰り）により保健事業費の水準を維持してきたが今後も維持、拡大すべき。
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主張２－（8）
保健事業の推進について

• 今後、健康寿命の延伸ひいては医療費の適正化を図るためには、特定健診・保健

指導の拡大、データヘルス計画の推進、日本健康会議における宣言２０２０の達成

といった目標を見据え、これまで以上にきめ細やかな保健事業を展開していかなけ

ればならない。

（１）健保組合は保健事業費の水準を維持または拡大し、生涯現役社会実現の後押

しを継続すべき。また、事業主との連携を強めながらデータヘルス計画を着実に

推進すべき。

（２）国及び医療・健診機関は各種健診結果フォーマットの統一化を推進すべき。

（３）国は保険者と事業主との健診関連情報の共有化を検討すべき。

保健事業費の水準を維持拡大し、生涯現役社会実現の後押しを継続すべき

リーマンショック以降、継続的な財政難の状況下においても、健保組合は自助努力（保険料率引上げな
どの資金繰り）により保健事業費の水準を維持してきたが今後も維持、拡大すべき。
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健保組合はデータヘルス計画を着実に策定、実施している。

多くの健保組合が、生活習慣病抑制を見据えた事業（健診・保健指導・ヘルスリテラシー向上）をデータ
ヘルス計画のもと実施している。今後は健康経営も背景に事業主との連携のもと、より推進すべき。

各種健診結果フォーマットの統一化を推進すべき

特定健診以外の健診（労働安全衛生法の健診、人間ドック、がん検診など）はデータフォーマットが
統一化されていない。

データヘルス・健康経営を推進していく上での障壁となっている。

各種健診結果フォーマットの現状
Ａ施設の結果

電子データａ

特定健診部分
（ＸＭＬ）

Ｂ施設の結果

電子データｂ

特定健診部分
（ＸＭＬ）

Ｃ施設の結果

紙媒体

特定健診部分
（ＸＭＬ）

健
診
結
果
デ
ー
タ

未
統
一

統
一
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健保組合はデータヘルス計画を着実に策定、実施している。

多くの健保組合が、生活習慣病抑制を見据えた事業（健診・保健指導・ヘルスリテラシー向上）をデータ
ヘルス計画のもと実施している。今後は健康経営も背景に事業主との連携のもと、より推進すべき。

各種健診結果フォーマットの統一化を推進すべき

特定健診以外の健診（労働安全衛生法の健診、人間ドック、がん検診など）はデータフォーマットが
統一化されていない。

データヘルス・健康経営を推進していく上での障壁となっている。

各種健診結果フォーマットの現状
Ａ施設の結果

電子データａ

特定健診部分
（ＸＭＬ）

Ｂ施設の結果

電子データｂ

特定健診部分
（ＸＭＬ）

Ｃ施設の結果

紙媒体

特定健診部分
（ＸＭＬ）

健
診
結
果
デ
ー
タ

未
統
一

統
一
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事業主との健診情報の共有を検討すべき

約9割の健保組合が人間ドック健診を実施するなど、特定健診のみならず各種がん検診等を
積極的に展開し、生涯現役社会の後押しを行っている。

一方、事業主との健診情報等の共有化が図れず、要精密検者に対するアプローチは低迷している。

受診率
精検検査受診勧奨

被保険者 被扶養者

胃がん 56.6％ 27.5％ 31.3%
肺がん 71.9％ 30.3％ 27.8%
大腸がん 60.8％ 30.5％ 33.6%
乳がん 34.7％ 27.1％ 23.4%
子宮がん 32.2％ 24.0％ 24.8%

がん検診実施状況

平成 年がん検診に関する実施状況等調査
（厚生労働省 健康局がん・疾病対策課 保険局保険課）

主張３－（1）、（2）

健康で働く意欲のある高齢者は

「支えられる側」から「支える側」へ

医療保険者は保険者機能を発揮して

「生涯現役社会」の後押しを

• 医療保険者は、加入者の健康を維持・増進し、健康寿命の延伸に努め、高齢に

なっても健康で働き続けることができるよう、前期高齢者を含む加入者への保健

事業等に積極的に取り組むべき。
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事業主との健診情報の共有を検討すべき

約9割の健保組合が人間ドック健診を実施するなど、特定健診のみならず各種がん検診等を
積極的に展開し、生涯現役社会の後押しを行っている。

一方、事業主との健診情報等の共有化が図れず、要精密検者に対するアプローチは低迷している。

受診率
精検検査受診勧奨

被保険者 被扶養者

胃がん 56.6％ 27.5％ 31.3%
肺がん 71.9％ 30.3％ 27.8%
大腸がん 60.8％ 30.5％ 33.6%
乳がん 34.7％ 27.1％ 23.4%
子宮がん 32.2％ 24.0％ 24.8%

がん検診実施状況

平成 年がん検診に関する実施状況等調査
（厚生労働省 健康局がん・疾病対策課 保険局保険課）

主張３－（1）、（2）

健康で働く意欲のある高齢者は

「支えられる側」から「支える側」へ

医療保険者は保険者機能を発揮して

「生涯現役社会」の後押しを

• 医療保険者は、加入者の健康を維持・増進し、健康寿命の延伸に努め、高齢に

なっても健康で働き続けることができるよう、前期高齢者を含む加入者への保健

事業等に積極的に取り組むべき。
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健康で働く意欲のある高齢者は「支えられる側」から「支える側」へ

1970年には、9.8人で65歳以上の高齢世代1人を支えていたが、2035年に1.7人で1人を支える社会に。
支え手の年齢を引き上げれば将来も現役世代2～3人で高齢世代1人を支える構造が維持できる。

近年、働く高齢者数は増加傾向にあり、働いていない高齢者の2～3割が働く意向を持っている。働く意欲のある
高齢者には、年齢にかかわらず元気に働き、「支えられる側」から「支える側」に加わっていただくことが必要。

1970 2015 2035
現状 現状で推移

65歳
以上 15～

64歳
9.8人 2.7人 1.7人

支え手拡大

70歳
以上 15～

69歳
― 3.6人 2.4人

75歳
以上 15～

74歳
― 5.7人 3.5人

高齢世代を支える現役世代の人数

（経済産業省「次官･若手未来戦略プロジェクト」ディスカッションペーパー（2016年5月）をもとに健保連作成）
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働く高齢者数

第７回 働き方改革実現会議配布資料（高齢者の就業促進について）より（出典は総務省就業構造基本調査）

60～
64歳

65～
69歳

70～
74歳

医療保険者は保険者機能を発揮して「生涯現役社会」の後押しを

日本の健康寿命は約75歳で世界一で、定年後10年間も健康に生活している。
働きたい高齢者が年齢に関わらず働けるように、政府も高齢者の就業支援に取り組む方針。

医療保険者は健康で働ける高齢者が増えていくよう保険者機能を発揮して
「生涯現役社会」の実現を後押しすることが求められる。

「エイジレス社会実現プログラム」（仮称）
（一部抜粋）

継続雇用等の促進

【企業への期待】
〇65歳を超える継続雇用等に対する企業トップの理解促進

【厚生労働省】
〇65歳を超える継続雇用等に取り組む企業への支援の強化
―継続雇用、定年引き上げ等を支援するための助成の強化
―定年引き上げや継続雇用の手法を紹介するマニュアルを新たに
作成し、企業を訪問して相談・援助を実施。

「雇用」ではない多様な働き方の促進

【厚生労働省】
〇「起業」による就業機会の創出支援
―高齢者の起業に伴う雇用に対する助成の強化
―地域の高齢者の雇用創出就業機会を創る
ネットワーク（生涯現役地域連携事業）による企業の取組を促進
ネットワーク数15カ所→100箇所（2020年）
（例：農家レストラン、限界集落における交通弱者の送迎等）

〇製薬企業専門家OB等と医療系ベンチャーのマッチングを支援
〇地域に貢献したい者と人手不足間のある業界とのマッチング
支援を強化（シルバー人材センターの活用）

先進国の定年と健康寿命

（経済産業省 次官･若手プロジェクト「不安な個人、立ちすくむ国家」（2017年5月）を
もとに健保連作成） （出典：第７回 働き方改革実現会議配布資料）

国 定年 健康寿命
元気に過ごせる
老後の期間

平均寿命

日本
歳 歳 年間 歳

米国
歳 歳 年間 歳

英国
歳 歳 年間 歳

ドイツ
歳 歳 年間 歳
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健康で働く意欲のある高齢者は「支えられる側」から「支える側」へ

1970年には、9.8人で65歳以上の高齢世代1人を支えていたが、2035年に1.7人で1人を支える社会に。
支え手の年齢を引き上げれば将来も現役世代2～3人で高齢世代1人を支える構造が維持できる。

近年、働く高齢者数は増加傾向にあり、働いていない高齢者の2～3割が働く意向を持っている。働く意欲のある
高齢者には、年齢にかかわらず元気に働き、「支えられる側」から「支える側」に加わっていただくことが必要。

1970 2015 2035
現状 現状で推移

65歳
以上 15～

64歳
9.8人 2.7人 1.7人

支え手拡大

70歳
以上 15～

69歳
― 3.6人 2.4人

75歳
以上 15～

74歳
― 5.7人 3.5人

高齢世代を支える現役世代の人数

（経済産業省「次官･若手未来戦略プロジェクト」ディスカッションペーパー（2016年5月）をもとに健保連作成）
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働く高齢者数

第７回 働き方改革実現会議配布資料（高齢者の就業促進について）より（出典は総務省就業構造基本調査）

60～
64歳

65～
69歳

70～
74歳

医療保険者は保険者機能を発揮して「生涯現役社会」の後押しを

日本の健康寿命は約75歳で世界一で、定年後10年間も健康に生活している。
働きたい高齢者が年齢に関わらず働けるように、政府も高齢者の就業支援に取り組む方針。

医療保険者は健康で働ける高齢者が増えていくよう保険者機能を発揮して
「生涯現役社会」の実現を後押しすることが求められる。

「エイジレス社会実現プログラム」（仮称）
（一部抜粋）

継続雇用等の促進

【企業への期待】
〇65歳を超える継続雇用等に対する企業トップの理解促進

【厚生労働省】
〇65歳を超える継続雇用等に取り組む企業への支援の強化
―継続雇用、定年引き上げ等を支援するための助成の強化
―定年引き上げや継続雇用の手法を紹介するマニュアルを新たに
作成し、企業を訪問して相談・援助を実施。

「雇用」ではない多様な働き方の促進

【厚生労働省】
〇「起業」による就業機会の創出支援
―高齢者の起業に伴う雇用に対する助成の強化
―地域の高齢者の雇用創出就業機会を創る
ネットワーク（生涯現役地域連携事業）による企業の取組を促進
ネットワーク数15カ所→100箇所（2020年）
（例：農家レストラン、限界集落における交通弱者の送迎等）

〇製薬企業専門家OB等と医療系ベンチャーのマッチングを支援
〇地域に貢献したい者と人手不足間のある業界とのマッチング
支援を強化（シルバー人材センターの活用）

先進国の定年と健康寿命

（経済産業省 次官･若手プロジェクト「不安な個人、立ちすくむ国家」（2017年5月）を
もとに健保連作成） （出典：第７回 働き方改革実現会議配布資料）
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医療保険者は医療費適正化に積極的に取り組むべき

２０１４年度 加入者 人当たり医療費 全加入者 前期高齢者

健保組合 円 円

協会けんぽ 円 円

市町村国保 円 円

※全加入者の1人当たり医療費は年齢補正していない

※厚生労働省 「医療保険に関する基礎資料（2014年度）」より

保険制度別にみても前期高齢者医療費の適正化の余地は大きい。
健康で働ける前期高齢者が増えていけば、医療費を適正化でき、

前期高齢者納付金の負担軽減にも繋がる可能性があることから積極的に取り組むべき。

※2018年度の国保の都道府県化に合わせて、医療費適正化努力を評価し、財政インセンティブをつける保険者努力支援制度
（財源規模・国費700～800億円）が開始される。

主張４－（1）、（2）

退職者（被用者保険資格喪失者）に対する

不合理な給付を見直すべき

• 皆保険が確立し、給付率も統一（7割給付）された現行制度のもとでは、退職後の
医療給付を保障するという任意継続被保険者制度の役割は失われており、抜本

的に見直すべき。

• 保険の給付は、現に加入している医療保険者で賄うことが基本。したがって、退
職後の給付（出産育児一時金、埋葬料）は廃止すべき。退職後の傷病手当金は
廃止し、雇用保険で対応すべき。
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医療保険者は医療費適正化に積極的に取り組むべき

２０１４年度 加入者 人当たり医療費 全加入者 前期高齢者

健保組合 円 円

協会けんぽ 円 円

市町村国保 円 円

※全加入者の1人当たり医療費は年齢補正していない

※厚生労働省 「医療保険に関する基礎資料（2014年度）」より

保険制度別にみても前期高齢者医療費の適正化の余地は大きい。
健康で働ける前期高齢者が増えていけば、医療費を適正化でき、

前期高齢者納付金の負担軽減にも繋がる可能性があることから積極的に取り組むべき。

※2018年度の国保の都道府県化に合わせて、医療費適正化努力を評価し、財政インセンティブをつける保険者努力支援制度
（財源規模・国費700～800億円）が開始される。

主張４－（1）、（2）

退職者（被用者保険資格喪失者）に対する

不合理な給付を見直すべき

• 皆保険が確立し、給付率も統一（7割給付）された現行制度のもとでは、退職後の
医療給付を保障するという任意継続被保険者制度の役割は失われており、抜本

的に見直すべき。

• 保険の給付は、現に加入している医療保険者で賄うことが基本。したがって、退
職後の給付（出産育児一時金、埋葬料）は廃止すべき。退職後の傷病手当金は
廃止し、雇用保険で対応すべき。
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退職者に対する不合理な給付を見直すべき

任意継続被保険者制度

加入要件
（勤務期間）

・資格喪失の日の前日まで継続して ヶ月以上被保険者であったこと

資格喪失
事由

・任意継続被保険者となった日から起算して 年を経過したとき
・死亡したとき
・保険料を納付期日までに納付しなかったとき
・被用者保険、船員保険又は後期高齢者医療の被保険者等となったとき

保険料
・全額被保険者負担（事業主負担なし）
・①従前の標準報酬月額又は②当該保険者の全被保険者の標準報酬月
額のうち、いづれか低い額に保険料率を乗じた額を負担

廃止または要件を厳格化すべき

給付の種類 支給要件 支給額及び期間

傷病手当金
・資格喪失日前日までに継続して 年以上被保険者
・退職日当日に傷病手当金を受け取る状態にあること
⇒両要件を満たすことで受給可

支給開始日から
最長 年 か月

出産育児
一時金

・資格喪失日前日までに継続して 年以上被保険者
・資格喪失後 か月以内の出産
⇒両要件を満たすことで受給可

児につき 万円

埋葬料 ・資格喪失後 か月以内に死亡等で受給可 万円

任意継続被保険者、資格喪失後の給付はともに被用者保険の資格喪失後＝退職後のための制度。
被用者保険と国保で窓口負担が統一されている現在、その役割は失われている。

資格喪失後の給付

雇用保険で給付すべき

発生時の保険者で給付すべき

2025年度に向けた国民医療費等の推計
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退職者に対する不合理な給付を見直すべき

任意継続被保険者制度

加入要件
（勤務期間）

・資格喪失の日の前日まで継続して ヶ月以上被保険者であったこと

資格喪失
事由

・任意継続被保険者となった日から起算して 年を経過したとき
・死亡したとき
・保険料を納付期日までに納付しなかったとき
・被用者保険、船員保険又は後期高齢者医療の被保険者等となったとき

保険料
・全額被保険者負担（事業主負担なし）
・①従前の標準報酬月額又は②当該保険者の全被保険者の標準報酬月
額のうち、いづれか低い額に保険料率を乗じた額を負担

廃止または要件を厳格化すべき

給付の種類 支給要件 支給額及び期間

傷病手当金
・資格喪失日前日までに継続して 年以上被保険者
・退職日当日に傷病手当金を受け取る状態にあること
⇒両要件を満たすことで受給可

支給開始日から
最長 年 か月

出産育児
一時金

・資格喪失日前日までに継続して 年以上被保険者
・資格喪失後 か月以内の出産
⇒両要件を満たすことで受給可

児につき 万円

埋葬料 ・資格喪失後 か月以内に死亡等で受給可 万円

任意継続被保険者、資格喪失後の給付はともに被用者保険の資格喪失後＝退職後のための制度。
被用者保険と国保で窓口負担が統一されている現在、その役割は失われている。

資格喪失後の給付

雇用保険で給付すべき

発生時の保険者で給付すべき

2025年度に向けた国民医療費等の推計
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＜健保連推計の前提条件＞

○ 年 月末現在の 組合（以下、推計対象健保組合という。）について、「平成 年度（ 年度）決算見込」を足元に、個別

健保組合の 年度、 年度の財政状況（経常支出）を推計し、それを合計した。詳細は下記のとおり。

１．推計対象健保組合全体を 保険者とみなして、人口の動向や医療費の伸びを織り込んだ 、 年度の加入者数、標準報

酬額、前期加入者数、医療給付額等を推計した。

どの組合も健保組合全体と同じ人口の動向・医療費の伸び等の影響を受けるとして、組合毎の加入者数等を推計し、組合毎に

医療給付費と、拠出金等を算定して合計した。推計対象健保組合全体と同様の方法で協会けんぽ等も推計し、国民医療費は、

推計した各制度の医療費の合計とした。

２．後期高齢者支援金の全面総報酬割、負担調整・特別負担調整（国費約 億円）を織り込む。なお、「平成 年度（ 年度）

決算見込」を足元とするため、 年 月からの適用拡大の影響は見込まず、給付内容は 年度のままとする。

３．・人口の高齢化を除く被保険者１人当たり賃金は 年度までは実績値（予算値を含む）、 年度以降は伸び率ゼロとする。

・人口の高齢化を除く１人当たり医療費の伸び率は、 年度までは予算編成を踏まえ、 年度以降は ％とした。

国は、社会保障と税の一体改革のための「社会保障に係る費用の将来推計」において「人口の高齢化を除いた 人当たり医療費の伸び率を ％（改革前医療の

高度化等 ％＋診療報酬改定影響等 ％）」と設定しているため、「改革前医療の高度化等 ％」を、過去 年（ ～ 年度）の国民医療費の伸び率要因

のうち「診療報酬改定や人口の高齢化を除く 人当たり医療費の伸び率」の最高値 ％に置き換えたものとする。

・ただし、人口の高齢化が進むことから、集計値では１人当たり国民医療費の 年平均の伸び率は、 ％の結果となっている。

４ ・年齢階級別加入状況は、医療保険各制度の実態調査（ 年 月）、国勢調査（ 年）、日本の将来推計人口（ 年 月

推計、国立社会保障・人口問題研究所）を利用し、医療保険制度別の本人、家族の日本全体の年齢階級別人口に占める割合

は、将来も 年度と同じとする。

・医療保険各制度の年齢階級別医療費・標準報酬額等の実績は、厚生労働省調査（ 、 年度）を利用。

１．国民医療費の推計

（）内は2015年度からの伸び率（端数調整により合わないことがある）

国民医療費は 年度の 兆円から 年度には 倍の 兆円に増加。
このうち、 歳以上の高齢者の医療費は、 兆円から 兆円に 倍に増加。

医療費全体に占める割合も ％から ％に高まる。
特に後期高齢者医療費は 兆円から 兆円に 倍に急増。

（健保連推計による）

0~64歳等
18.9兆円

20.2兆円
(7.3%増)

23.1兆円
（22.5%増）

前期高齢者

8.3兆円

9.4兆円
(13.2%増)

後期高齢者

15.2兆円

19.1兆円
(26.2%増)

10
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35

40

45

50

55

60

2015年度(H27) 2020年度(H32) 2025年度(H37)

（兆円）

42.3兆円

48.8兆円

57.8兆円

25.4兆円
（67.7%増）

9.3兆円
（11.7%増）

（構成割合36％）

（構成割合20％）

（構成割合45％）

（構成割合39％）

（構成割合19％）

（構成割合41％）

（構成割合44％）

（構成割合16％）

（構成割合40％）
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＜健保連推計の前提条件＞

○ 年 月末現在の 組合（以下、推計対象健保組合という。）について、「平成 年度（ 年度）決算見込」を足元に、個別

健保組合の 年度、 年度の財政状況（経常支出）を推計し、それを合計した。詳細は下記のとおり。

１．推計対象健保組合全体を 保険者とみなして、人口の動向や医療費の伸びを織り込んだ 、 年度の加入者数、標準報

酬額、前期加入者数、医療給付額等を推計した。

どの組合も健保組合全体と同じ人口の動向・医療費の伸び等の影響を受けるとして、組合毎の加入者数等を推計し、組合毎に

医療給付費と、拠出金等を算定して合計した。推計対象健保組合全体と同様の方法で協会けんぽ等も推計し、国民医療費は、

推計した各制度の医療費の合計とした。

２．後期高齢者支援金の全面総報酬割、負担調整・特別負担調整（国費約 億円）を織り込む。なお、「平成 年度（ 年度）

決算見込」を足元とするため、 年 月からの適用拡大の影響は見込まず、給付内容は 年度のままとする。

３．・人口の高齢化を除く被保険者１人当たり賃金は 年度までは実績値（予算値を含む）、 年度以降は伸び率ゼロとする。

・人口の高齢化を除く１人当たり医療費の伸び率は、 年度までは予算編成を踏まえ、 年度以降は ％とした。

国は、社会保障と税の一体改革のための「社会保障に係る費用の将来推計」において「人口の高齢化を除いた 人当たり医療費の伸び率を ％（改革前医療の

高度化等 ％＋診療報酬改定影響等 ％）」と設定しているため、「改革前医療の高度化等 ％」を、過去 年（ ～ 年度）の国民医療費の伸び率要因

のうち「診療報酬改定や人口の高齢化を除く 人当たり医療費の伸び率」の最高値 ％に置き換えたものとする。

・ただし、人口の高齢化が進むことから、集計値では１人当たり国民医療費の 年平均の伸び率は、 ％の結果となっている。

４ ・年齢階級別加入状況は、医療保険各制度の実態調査（ 年 月）、国勢調査（ 年）、日本の将来推計人口（ 年 月

推計、国立社会保障・人口問題研究所）を利用し、医療保険制度別の本人、家族の日本全体の年齢階級別人口に占める割合

は、将来も 年度と同じとする。

・医療保険各制度の年齢階級別医療費・標準報酬額等の実績は、厚生労働省調査（ 、 年度）を利用。

１．国民医療費の推計

（）内は2015年度からの伸び率（端数調整により合わないことがある）

国民医療費は 年度の 兆円から 年度には 倍の 兆円に増加。
このうち、 歳以上の高齢者の医療費は、 兆円から 兆円に 倍に増加。

医療費全体に占める割合も ％から ％に高まる。
特に後期高齢者医療費は 兆円から 兆円に 倍に急増。

（健保連推計による）

0~64歳等
18.9兆円

20.2兆円
(7.3%増)

23.1兆円
（22.5%増）

前期高齢者

8.3兆円

9.4兆円
(13.2%増)

後期高齢者

15.2兆円

19.1兆円
(26.2%増)

10
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50

55

60

2015年度(H27) 2020年度(H32) 2025年度(H37)

（兆円）

42.3兆円

48.8兆円

57.8兆円

25.4兆円
（67.7%増）

9.3兆円
（11.7%増）

（構成割合36％）

（構成割合20％）

（構成割合45％）

（構成割合39％）

（構成割合19％）

（構成割合41％）

（構成割合44％）

（構成割合16％）

（構成割合40％）
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２．医療保険加入者数の推計

（）内は2015年度からの伸び率（端数調整により合わないことがある）

総人口は 年度の 億 万人から 年度には 億 万人に減少。
歳～ 歳の現役層、 歳～ 歳の前期高齢者は ～ ％程度減少する一方、

後期高齢者は 万人から 万人に ％以上も増加する。

（健保連推計による）

0~64歳
9400万人 8900万人

(5.7%減)
8500万人
（9.9%減）

前期高齢者

1600万人 1600万人
(1%減)

後期高齢者

1600万人

6000

7000

8000

9000

10000

11000

12000

13000

14000

2015年度(H27) 2020年度(H32) 2025年度(H37)

（万人）

1800万人
(14.9％増) 2100万人

(32.6％増)

1400万人
(15.8％減)

総人口 12700万人

総人口 12100万人
総人口 12400万人

0~64歳
17万円

19万円 23万円

前期

高齢者
51
万円

58
万円

後期

高齢者
95
万円

0

20

40

60

80

100

120

2015年度(H27) 2020年度(H32) 2025年度(H37)

（万円）

67
万円

[1.0]
(32.7%
増)

120
万円104

万円

[]内は0～64歳を1.0とした時の倍率。
()内は2015年度からの伸び率(端数調整により合わないことがある)

（健保連推計による）

３． １人当たり医療費の推計

１人当たり医療費は、前期高齢者は 年度の 万円から 年度には ％増の 万円、
後期高齢者は、 万円から 年度には ％増の 万円に増える見通し。

前期高齢者の１人当たり医療費は ～ 歳の 倍程度、後期高齢者は 倍超となっている。

[1.0]

[3.0倍]
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増)

(33.1%
増)

(9.8%
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(14.7%
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(12.2%
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２．医療保険加入者数の推計

（）内は2015年度からの伸び率（端数調整により合わないことがある）

総人口は 年度の 億 万人から 年度には 億 万人に減少。
歳～ 歳の現役層、 歳～ 歳の前期高齢者は ～ ％程度減少する一方、

後期高齢者は 万人から 万人に ％以上も増加する。

（健保連推計による）

0~64歳
9400万人 8900万人

(5.7%減)
8500万人
（9.9%減）

前期高齢者

1600万人 1600万人
(1%減)

後期高齢者

1600万人
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7000

8000
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10000

11000

12000

13000

14000

2015年度(H27) 2020年度(H32) 2025年度(H37)

（万人）

1800万人
(14.9％増) 2100万人

(32.6％増)

1400万人
(15.8％減)

総人口 12700万人

総人口 12100万人
総人口 12400万人

0~64歳
17万円

19万円 23万円

前期

高齢者
51
万円

58
万円

後期

高齢者
95
万円
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2015年度(H27) 2020年度(H32) 2025年度(H37)

（万円）

67
万円

[1.0]
(32.7%
増)

120
万円104

万円

[]内は0～64歳を1.0とした時の倍率。
()内は2015年度からの伸び率(端数調整により合わないことがある)

（健保連推計による）

３． １人当たり医療費の推計

１人当たり医療費は、前期高齢者は 年度の 万円から 年度には ％増の 万円、
後期高齢者は、 万円から 年度には ％増の 万円に増える見通し。

前期高齢者の１人当たり医療費は ～ 歳の 倍程度、後期高齢者は 倍超となっている。
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４．医療保険医療費の財源別内訳

年度から 年度にかけて、国民医療費のうち、医療保険医療費は 兆円から 兆円に増加。
公費負担は約 兆円（ ％）の増加。後期高齢者医療費の増加による影響が大きく、

必要な財源を確保する必要がある。
一方、保険料負担は、 兆円（ ％）増となり、個人消費や企業活動など経済への影響が懸念される。

（健保連推計による）

患者負担 6.1兆円 6.7兆円 7.7兆円

保険料

20.8兆円 23.7兆円

公費

12.6兆円

15.0兆円

0

10

20

30

40

50

60

2015年度(H27) 2020年度(H32) 2025年度(H37)

(兆円)

計39.5兆円
計45.4兆円

計53.8兆円

18.4兆円

27.8兆円

（構成割合32％）

（構成割合53％）

（構成割合15％）

（構成割合33％）

（構成割合52％）

（構成割合15％）

（構成割合34％）

（構成割合52％）

（構成割合14％）

（注１）国民医療費のうちの医療保険医療費分についてまとめたものである。したがって、国民医療費のうち、公費負担医療、労災保険、全額自費等は含まれない。

（注２）保険料は、実質保険料(収支均衡保険料)である。

（注３）公費は、国の負担と地方負担(都道府県、市町村)の合計である。
医療給付費の定率公費のほか、保険料軽減公費等を含むが、都道府県・市町村国保の法定外一般会計繰り入れは含まない。

（注４）患者負担には、70歳代前半の一部負担の軽減特例、保険優先による公費負担、地方単独事業による公費負担を含む。
このため、これらの公費分は患者負担に計上しない国民医療費の統計とは異なることに留意が必要である。

18.9%増

2015年度比
45.7%増

10.6%増

14.1%増

2015年度比
26.7%増

2015年度比
33.6%増

22.6%増

17.1%増

14.6%増

※グラフ中の伸び率は端数調整により、合わないことがある。

５．健保組合の法定給付費と拠出金の推計

法定給付費

37,897億円

法定給付費

40,200億円

法定給付費

44,200億円

退職

1,631億円

前期

14,615億円
前期

17,300億円
前期

17,400億円

後期

16,496億円

後期

21,400億円
後期

28,000億円
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健保組合の義務的経費（法定給付費+拠出金）推計

法定給付費 退職 前期 後期

拠出金
32,742億円

拠出金
38,700億円

拠出金
45,400億円

2015年度（H27決算見込み） 2020年度（H32） 2025年度（H37）

（健保連推計による）

2025年度（平成37年度）には、高齢者医療のための拠出金の額が法定給付費を上回る。
2015年度から2025年度にかけて、法定給付費は16.5％増、拠出金は38.6％増。

46.4％ 49.0％ 50.7％
義務的経費に占める
拠出金の割合
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４．医療保険医療費の財源別内訳

年度から 年度にかけて、国民医療費のうち、医療保険医療費は 兆円から 兆円に増加。
公費負担は約 兆円（ ％）の増加。後期高齢者医療費の増加による影響が大きく、

必要な財源を確保する必要がある。
一方、保険料負担は、 兆円（ ％）増となり、個人消費や企業活動など経済への影響が懸念される。

（健保連推計による）

患者負担 6.1兆円 6.7兆円 7.7兆円

保険料

20.8兆円 23.7兆円

公費

12.6兆円

15.0兆円

0

10

20

30

40

50

60

2015年度(H27) 2020年度(H32) 2025年度(H37)

(兆円)

計39.5兆円
計45.4兆円

計53.8兆円

18.4兆円

27.8兆円

（構成割合32％）

（構成割合53％）

（構成割合15％）

（構成割合33％）

（構成割合52％）

（構成割合15％）

（構成割合34％）

（構成割合52％）

（構成割合14％）

（注１）国民医療費のうちの医療保険医療費分についてまとめたものである。したがって、国民医療費のうち、公費負担医療、労災保険、全額自費等は含まれない。

（注２）保険料は、実質保険料(収支均衡保険料)である。

（注３）公費は、国の負担と地方負担(都道府県、市町村)の合計である。
医療給付費の定率公費のほか、保険料軽減公費等を含むが、都道府県・市町村国保の法定外一般会計繰り入れは含まない。

（注４）患者負担には、70歳代前半の一部負担の軽減特例、保険優先による公費負担、地方単独事業による公費負担を含む。
このため、これらの公費分は患者負担に計上しない国民医療費の統計とは異なることに留意が必要である。

18.9%増

2015年度比
45.7%増

10.6%増

14.1%増

2015年度比
26.7%増

2015年度比
33.6%増

22.6%増

17.1%増

14.6%増

※グラフ中の伸び率は端数調整により、合わないことがある。

５．健保組合の法定給付費と拠出金の推計

法定給付費

37,897億円

法定給付費

40,200億円
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1,631億円
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17,300億円
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後期
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健保組合の義務的経費（法定給付費+拠出金）推計

法定給付費 退職 前期 後期

拠出金
32,742億円

拠出金
38,700億円

拠出金
45,400億円

2015年度（H27決算見込み） 2020年度（H32） 2025年度（H37）

（健保連推計による）

2025年度（平成37年度）には、高齢者医療のための拠出金の額が法定給付費を上回る。
2015年度から2025年度にかけて、法定給付費は16.5％増、拠出金は38.6％増。

46.4％ 49.0％ 50.7％
義務的経費に占める
拠出金の割合
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６．拠出金が法定給付費を上回る健保組合数

390

690

870

0

200

400

600

800

1000

年度（ 決算見込） 年度（ ） 年度（

拠出金が義務的経費（拠出金+法定給付費）の50％以上の組合組合数

（健保連推計による）

年度（平成 年度）には、拠出金が法定給付費を上回る組合は 組合にも上り、
全組合の ％を占める。

７．健保組合の保険料率等の推計①

年度（平成 年度）には、健保組合の経常収支均衡保険料率（平均）は ％にまで上昇。
協会けんぽの収支均衡保険料率以上の健保組合は 組合。これらがすべて解散した場合の

国の財政負担は 億円と見込まれる。

420
組合

420
組合

380
組合

9.7%

10.6%

12.5%

9.1%

10%

11.8%
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50
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450

9.7％以上 10.6％以上 12.5％以上

健保組合の保険料率等の推移と協会けんぽの料率以上の組合数（組合数） （料率：%）

2015年度(H27) 2020年度(H32) 2025年度(H37)

健保組合の経常収支
均衡保険料率の平均値

協会けんぽの
収支均衡保険料率

すべて解散し、協会けんぽに移行した場合の
国の財政負担（国庫補助16.4％）は１８００億円

（健保連推計による）
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６．拠出金が法定給付費を上回る健保組合数
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拠出金が義務的経費（拠出金+法定給付費）の50％以上の組合組合数

（健保連推計による）

年度（平成 年度）には、拠出金が法定給付費を上回る組合は 組合にも上り、
全組合の ％を占める。

７．健保組合の保険料率等の推計①

年度（平成 年度）には、健保組合の経常収支均衡保険料率（平均）は ％にまで上昇。
協会けんぽの収支均衡保険料率以上の健保組合は 組合。これらがすべて解散した場合の

国の財政負担は 億円と見込まれる。
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健保組合の保険料率等の推移と協会けんぽの料率以上の組合数（組合数） （料率：%）

2015年度(H27) 2020年度(H32) 2025年度(H37)

健保組合の経常収支
均衡保険料率の平均値

協会けんぽの
収支均衡保険料率

すべて解散し、協会けんぽに移行した場合の
国の財政負担（国庫補助16.4％）は１８００億円

（健保連推計による）
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８．健保組合の保険料率等の推計② 

健保組合の経常収支均衡料率の分布は、2025年度にかけてより高負担にシフト。 
2025年度には210の健保組合が現行の法定上限13％を超える。 

保険料率の法定上限の引き上げがどこまで許容されうるか、根本的な検討が必要。 

（健保連推計による） 
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71 
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８．健保組合の保険料率等の推計②

健保組合の経常収支均衡料率の分布は、 年度にかけてより高負担にシフト。
年度には の健保組合が現行の法定上限 ％を超える。

保険料率の法定上限の引き上げがどこまで許容されうるか、根本的な検討が必要。

（健保連推計による）
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経常収支均衡料率の分布

2015年度 2020年度 2025年度

2015年度平均
9.1％

2020年度平均
10.0％

2025年度平均
11.8％

法定上限
13％

９．健保組合の被保険者 人当たり保険料

（）内は 年度からの伸び率（端数調整により合わないことがある）

健保組合の被保険者 人当たり年間保険料は、 年度から 年度までの 年間で 万円（ ％）増加した。
さらに、 年度から 年度までの 年間では、 万円から 万円に約 万円（ ％）も増加する。

このうち、法定給付費分は 万円の増加、拠出金分は 万円の増加。

（健保連推計による）
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